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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第13期 第14期  第15期 第16期 第17期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月  平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） － 279,909 － － 375,524

経常利益（百万円） － 5,256 － － 7,327

当期純利益（百万円） － 2,984 － － 4,028

純資産額（百万円） 6,876 11,050 － － 18,457

総資産額（百万円） 47,322 50,138 － － 89,917

１株当たり純資産額（円） 93,000.26 67,301.73 － － 56,006.69

１株当たり当期純利益

（円）
－ 18,112.18 － － 12,228.68

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益（円）
－ 18,025.64 － － 12,215.71

自己資本比率（％） 14.5 22.0 － － 20.5

自己資本利益率（％） － 33.3 － － 23.3

株価収益率（倍） － 19.3 － － 7.9

営業活動によるキャッシュ

・フロー（百万円）
－ 2,305 － － 2,388

投資活動によるキャッシュ

・フロー（百万円）
－ △1,300 － － △5,259

財務活動によるキャッシュ

・フロー（百万円）
－ △1,254 － － 4,126

現金及び現金同等物の期末

残高（百万円）
－ 421 － － 1,431

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

343

(771)

323

(797)

－

(－)

－

(－)

486

(2,227)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第13期の指標は、期末日を連結子会社のみなし取得日としているため、連結損益計算書および連結キャッシュ

・フロー計算書を作成していないことから、連結貸借対照表に関連する数値のみを記載しております。

３．連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社

では子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態および経営成績に関する合理的な判断を誤ら

せない程度に重要性が乏しいものとして、第15期および第16期会計年度は連結財務諸表は作成していないた

め、記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 182,504 260,008 300,748 355,401 371,176

経常利益（百万円） 4,257 5,137 6,310 7,330 7,387

当期純利益（百万円） 2,400 2,964 3,547 4,115 4,191

持分法を適用した場合の投

資利益（百万円）
－ － － － －

資本金（百万円） 446 1,500 1,514 1,545 1,552

発行済株式総数（株） 73,940 163,880 328,632 329,282 329,554

純資産額（百万円） 6,876 11,030 13,343 16,116 18,619

総資産額（百万円） 40,996 49,860 58,764 71,701 91,000

１株当たり純資産額（円） 93,000.26 67,181.26 40,507.62 48,945.33 56,499.38

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）（円）

10,000

(－)

9,000

(4,000)

3,750

(1,750)

4,500

(2,000)

5,000

(2,500)

１株当たり当期純利益

（円）
32,463.65 17,991.51 10,704.29 12,507.49 12,721.50

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益（円）
－ 17,905.55 10,627.69 12,423.39 12,708.01

自己資本比率（％） 16.8 22.1 22.7 22.5 20.5

自己資本利益率（％） 40.7 33.1 29.1 27.9 24.1

株価収益率（倍） － 19.5 29.4 13.7 7.6

配当性向（％） 30.8 50.0 35.0 36.0 39.3

営業活動によるキャッシュ

・フロー（百万円）
734 － △1,172 2,562 －

投資活動によるキャッシュ

・フロー（百万円）
△3,246 － △1,052 △564 －

財務活動によるキャッシュ

・フロー（百万円）
2,466 － 2,222 △2,156 －

現金及び現金同等物の期末

残高（百万円）
487 － 336 177 －

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

292

(631)

319

(713)

327

(1,039)

356

(1,227)

375

(1,717)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益に関して、第13期については、ストックオプション制度導入に伴う新

株予約権がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握でき

ませんので記載しておりません。

４．第14期および第17期については、連結財務諸表を作成しているため、キャッシュ・フロー計算書に関する数

値を記載しておりません。

５．第13期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。
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６．当社は平成16年７月９日付で株式１株につき２株の分割を行っております。

７．当社は平成18年１月20日付で株式１株につき２株の分割を行っております。これに伴い第15期の１株当たり

配当額、１株当たり当期純利益、潜在株式調整後１株当たり当期純利益および配当性向は、株式分割が期首に

行われたものとして計算しております。

８．第14期の１株当たり年間配当額9,000円は、記念配当4,000円を含んでおります。

９．純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。

２【沿革】

年月 事項

平成４年２月 三井物産株式会社／情報通信事業部（現、モバイル事業部）から販売部門を分離独立し、情報通信

関連機器の販売を目的に、商号を「三井物産情報通信株式会社」として資本金２億円（三井物産

株式会社100％出資）にて東京都千代田区に設立。

平成４年４月 東京都千代田区三番町にて固定電話回線事業、ページャー事業、携帯電話事業を開始。

平成６年４月 本社所在地を東京都渋谷区代々木に移転。

親会社である三井物産株式会社により物産テレコム株式会社（現、東海支社）を名古屋市中区に

設立。

平成６年５月 ＮＴＴ電話加入権販売事業を開始。

平成７年２月 ＰＨＳ端末販売を開始。

平成７年９月 新潟県新潟市に新潟支店、広島市中区に広島支店（現、中国支店）、香川県高松市に高松支店（現、

四国支店）、福岡市博多区に福岡支店（現、九州支社）を開設。

平成７年12月 仙台市青葉区に仙台支店（現、東北支店）、岡山県岡山市に岡山支店（現、中国支店）を開設。

平成８年３月 本社所在地を東京都文京区後楽へ移転。

平成８年５月 札幌市中央区に札幌支店（現、北海道支店）を開設。

平成８年７月 石川県金沢市に金沢支店（現、北陸支店）を開設。

平成９年６月 親会社である三井物産株式会社により株式会社物産テレコム関西（現、西日本支社）を大阪市中

央区に設立。

平成９年９月 データ入力業務・地理情報システム関連業務等の推進を目的に、株式会社データ・プロ（関係会

社）を設立。

平成12年１月 広島支店と岡山支店を中国支店として統合（広島市中区）。

平成12年11月 携帯電話等のインターネット接続端末の普及に伴い、携帯電話向けコンテンツ事業開始。

平成13年４月 物産テレコム株式会社、株式会社物産テレコム関西と合併し、商号を「三井物産テレパーク株式会

社」に変更。大阪市中央区に西日本支社、名古屋市中区に東海支社を開設。

平成13年９月 株式会社データ・プロ清算。

平成15年12月 株式会社ジェイ・アール・シーモビテックの発行済株式の全てを取得し連結子会社化。

平成16年４月 東京証券取引所市場第二部に上場。

平成16年７月 株式会社ジェイ・アール・シーモビテックの九州および沖縄地域以外の事業部門を会社分割によ

り承継。九州および沖縄地域の存続会社の商号を「株式会社モビテック」に変更し、非連結子会社

化。

平成16年10月 商号を「株式会社テレパーク」に変更。

平成16年12月 長野県長野市に長野支店を開設。

平成17年３月 東京証券取引所市場第一部に指定。

平成19年10月

　平成19年11月

平成20年４月

　

　平成20年５月

　平成20年６月

テレコム三洋株式会社の発行済株式の全てを取得し連結子会社化。

　テレコム三洋株式会社の商号を「株式会社テレコムパーク」に変更。

　株式会社テレコムパークを吸収合併。

  九州支店を支社に昇格。

　株式会社エム・エス・コミュニケーションズと合併契約書を締結。

　株式会社モビテックを吸収合併。
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３【事業の内容】

当社グループ（当社および当社の関係会社）は、平成20年３月31日現在、当社および連結子会社（株式会社テレコ

ムパーク）、非連結子会社（株式会社モビテック）により構成されており、携帯電話およびPHS等の販売を軸とする

モバイル事業、マイライン各種、ドライカッパー、ADSL等の取次およびFTTH等光回線の取り扱いを行うネットワーク

事業を柱としております。また、上記に加えてPIN（Personal Identification Number）販売システムを利用した商品の流

通事業、モバイル向けコンテンツ配信を行うコンテンツ事業等を展開しております。

当社の具体的な事業内容は次のとおりであります。

(1) モバイル事業

主な事業内容は、携帯電話およびPHS等の通信サービスの加入契約取次事業と携帯電話等の端末販売事業であり

ます。通信サービスの加入契約取次事業とは、当社と通信事業者（NTTドコモグループ、KDDIグループ、ソフトバン

クモバイル株式会社等）との間で締結している代理店契約に基づき、一般顧客に対し、各事業者が提供する通信

サービスの利用契約の取次を行う事業であり、契約成立後に契約取次の対価として各事業者から手数料を収受して

おります。一般顧客への通信サービスの契約取次や携帯電話等の端末販売は、当社の全国に広がる販売チャネルに

て行っており、家電量販店および一般代理店など二次代理店経由の販売と、当社直営ショップでの店舗販売や法人

向けの直販を行っております。また、全国のコンビニエンスストアを二次代理店としてプリペイド式の携帯電話お

よびプリペイドカードの販売等を行っております。

なお、当社の連結子会社である株式会社テレコムパークは北海道と沖縄を除く全国で直営ショップや法人向けの

直販、および傘下代理店経由で販売を行っておりますが、販売網の拡充と物流および在庫管理の一元化等を通じた

シナジー実現を目的として、平成20年４月１日付で当社に吸収合併いたしました。

また、当社の非連結子会社である株式会社モビテックは株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ九州と代理店契約を

締結し、九州および沖縄地域で直営ショップおよび傘下代理店経由で販売を行っておりますが、業務効率の観点か

ら平成20年６月１日付で当社に吸収合併いたしました。

(2) ネットワーク事業他

主な業務内容は、法人・個人に対するマイライン等の固定電話回線の通信サービス利用に関する契約取次業務や

ブロードバンド化にともなうFTTH等光回線の取り扱いであります。当社はネットワーク事業において、東日本電信

電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社等のNTTグループ、ソ

フトバンクテレコム株式会社、KDDI株式会社等の新電電グループ等と代理店契約を締結しております。各通信事業

者からの受取手数料には、利用契約取次の対価として支払われる業務代行手数料と回線の通話料に応じて一定期間

継続的に支払われる継続手数料とがあります。

また、上記のほか、①PIN（Personal Identification Number）販売システムを利用した商品の流通事業、②携帯電話向

けのモバイルコンテンツビジネスを展開しております。PIN販売システムを利用した商品の流通事業では電子マ

ネーや国際電話等の電子決済ビジネスに進出しており、モバイルコンテンツビジネスでは着信メロディのサイト等

を提供しております。
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事業の系統図は、次のとおりであります。（平成20年６月26日現在）

（注）１．連結子会社であった㈱テレコムパークは、平成20年４月１日付で当社に吸収合併いたしました。

　２．非連結子会社であった㈱モビテックは、平成20年６月１日付で当社に吸収合併いたしました。

３．ネットワーク事業において、一部の通信事業者のみ、親会社である三井物産㈱を通じて取引を行っておりま

す。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の

所有（被所有）
割合（％）

関係内容

（親会社）

三井物産㈱

（注）

東京都

千代田区
337,543 総合商社 (50.80)

当社の取扱商品の販

売および取次業務

役員の兼任等：３名

（連結子会社）

㈱テレコムパーク

　

大阪府　

大阪市
120 携帯電話端末等の販売　 100.00

当社の二次代理店・

運転資金の貸付　

役員の兼任等：６名

　（注）１．三井物産㈱は有価証券報告書を提出しております。

　　　　２．㈱テレコムパークは、平成20年４月１日付で当社に吸収合併いたしました。

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

　モバイル事業 371 (2,120)

　ネットワーク事業他 77 (63)

　全社（共通） 38 (44)

合計 486 (2,227)

（注）１．従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

(2) 提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

375　（1,717） 35.9 7.8 6,508,791

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用

者数は、年間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

２．平均臨時雇用者数が前期比490名増加しておりますが、その主な理由は当社直営ショップ増加に伴う派遣社

員増加によるものであります。

３．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

４．平均年齢、平均勤続年数および平均年間給与は、当社の親会社である三井物産㈱からの６名を含む出向者　11

名は除き、当社の非連結子会社である㈱モビテックへの１名を含む出向社員６人を含めて算出しておりま

す。

(3) 労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における日本経済は、前事業年度に引き続き企業収益が改善し、個人消費も堅調に推移するととも

に、設備投資も順調に増加し、回復基調が続いていましたが、下期においては、原油価格および原材料の高騰、サブプ

ライムローン問題に端を発した米国経済の減速、円高や株式市場の変動などにより、景気の先行きが懸念される状況

となってきました。

携帯電話市場においては、総務省から公表された「モバイルビジネス活性化プラン」を受け、一昨年のソフトバン

クモバイル株式会社に続き、NTTドコモグループおよびKDDIグループによる携帯電話端末価格と通信料を分離した

新販売方式の導入とともに、高機能端末の新機種を順次投入したことで市場が活性化しました。その結果、当事業年

度の携帯電話の純増数は600万台（前期比21.9％増）となり、累計契約数も１億272万台と前期末（平成19年３月末

日）比6.2％増となりました。事業者別では、平成20年３月末日時点で、NTTドコモグループの累計契約数は5,338万

台、KDDIグループの累計契約数は3,010万台、ソフトバンクモバイル株式会社の累計契約数は1,858万台となっており

ます。なお、当事業年度の第３世代携帯電話純増数は1,814万台、累計契約数は8,805万台と前期末比26.0％増となりま

した（社団法人電気通信事業者協会発表データ）。

このような状況下、当社はモバイル事業においては、既存販路の拡大に加え、平成19年10月31日にテレコム三洋株

式会社の全発行済株式を取得（取得価額48億円）し、同日付で当社の100％子会社（平成19年11月１日付で株式会社

テレコムパークに商号変更）としました。また、同社の直営店および代理店網の獲得による販売網の拡充や物流・在

庫管理の一元化等による総合的な企業価値の拡大にも取り組みました。

ネットワーク事業では、マイライン市場におけるNTTグループによる寡占化が進む中、一方で日本電信電話株式会

社による2010年度までの光回線の目標契約数の下方修正が発表されるなど、市場環境が変化している状況下、FTTH

等光回線サービス市場の成長鈍化等により、利益が前年対比（単体ベース）減少しました。

この結果、当連結会計年度の連結売上高は3,755億24百万円、連結経常利益は73億27百万円、当期純利益は40億28百

万円となりました。なお、当社は平成20年３月期より連結財務諸表を作成しているため、対前期増減率は記載してお

りません。当社単体の売上高は3,711億76百万円（前期比4.4％増）、同経常利益は73億87百万円（前期比0.8％増）、同

当期純利益は41億91百万円（前期比1.8％増）となりました。

事業部門別の状況は次のとおりであります。

〔モバイル事業〕

当連結会計年度につきましては、これまで推進してまいりました販路拡大戦略に加え、平成19年10月31日付テレ

コム三洋株式会社（平成19年11月１日付で株式会社テレコムパークに商号変更）の連結子会社化により、直営店、

代理店の店舗および家電量販店の拠点数を増加させてきました。また、各通信事業者が新割引料金プランの開始お

よび新販売方式の導入などに合わせて新機種を投入したため、当社グループ（株式会社モビテックを含む）は、高

機能端末を中心に販売を伸ばすことができ、販売台数は、394万台と過去最高の実績をあげることができました。こ

れ以外にPHSで３万６千台の販売があります。

この結果、同事業における連結売上高は3,542億97百万円、連結営業利益は58億16百万円となりました。なお、当社

単体の売上高は3,499億49百万円（前期比4.0％増）、営業利益は58億75百万円（前期比21.3％増）となりました。

〔ネットワーク事業他〕

当連結会計年度につきましては、マイラインサービスが健闘しましたが、FTTH等光回線サービスにおいて、有力

代理店を中心とする販売体制の構築に注力したものの、市場自体の拡大が予想より遅れていること等により利益が

前年対比減少しました。一方、その他事業では、コンビニエンスストア販路でのPIN（Personal Identification Number

）販売システムを利用した電子マネー等の商材を販売する電子決済ビジネスが売上高の増加に貢献しました。

この結果、ネットワーク事業他における連結売上高は212億27百万円、連結営業利益は15億７百万円となりまし

た。また、同事業は当社のみで展開しているため、単体の売上高（前期比12.5％増）および営業利益（前期比39.0％

減）は上記金額と同額であります。
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(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、14億31百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

営業活動の結果得られた資金は、23億88百万円となりました。これは主に、法人税等の支払額31億38百万円、たな

卸資産の増加18億14百万円および仕入債務の減少14億９百万円があるものの、税金等調整前当期純利益72億17百万

円の計上および売上債権22億円の減少等によるものであります。

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

投資活動の結果使用した資金は、52億59百万円となりました。これは主に平成19年10月31日のテレコム三洋株式

会社の株式取得によるものであります。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

財務活動の結果得られた資金は、41億26百万円となりました。これは主に借入金の増加によるものであります。
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２【仕入及び販売の状況】

(1）商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績（商品仕入高および支払手数料）を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下

のとおりであります。

事業の種類別セグメント
の名称

区分

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

モバイル事業 移動体通信機器 207,429 ―

　 代理店手数料 121,039 ―

　 小計 328,468 ―

ネットワーク事業他 その他関連商品 10,130 ―

　 代理店手数料 7,533 ―

　 小計 17,664 ―

合計 346,132 ―

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前事業年度は連結財務諸表を作成していないため、前年同期比については記載しておりません。

(2）販売実績

　当連結会計年度の販売実績（商品売上高および受取手数料）を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のと

おりであります。

事業の種類別セグメント
の名称

区分

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

モバイル事業 移動体通信機器 180,169 ―

　 代理店手数料 174,127 ―

　 小計 354,297 ―

ネットワーク事業他 その他関連商品 10,689 ―

　 代理店手数料 10,537 ―

　 小計 21,227 ―

合計 375,524 ―

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前事業年度は連結財務諸表を作成していないため、前年同期比については記載しておりません。

３．当連結会計年度の主要な販売先別販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりで

あります。なお、販売実績には、携帯電話等端末の販売、通信サービス契約の取次業務に関する役務の提供を含

みます。

相手先

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（百万円） 割合（％）

KDDI㈱ 77,475 20.6

㈱ヤマダ電機 44,440 11.8

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 39,041 10.4

　　　　　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

① 経営戦略および事業戦略

携帯電話市場は成熟期に移行する中、大きく変化しつつありますが、当社グループはこのような業界再編や市場競争

激化を絶好のチャンスと見て、携帯電話および電話関連事業に経営資源を集中するとともに、以下の活動を実施するこ

とにより事業を拡大し事業基盤を強固にしようとしています。

当社グループとしては、平成20年４月１日付での株式会社テレコムパーク（旧 テレコム三洋株式会社）との合併に

続き、本年10月１日付の㈱エム・エス・コミュニケーションズとの合併を実現させることによって、事業規模の大幅な

拡大を実現し、企業価値の拡大に取り組みます。統合会社の運営にあたっては両社の強みを活かし、経営資源を有効利

用して、早期に合併によるシナジー効果を顕在化させます。統合会社をスムーズに立ち上げることが最大の課題になる

ものと考えております。

モバイル事業においては、引き続き、中小代理店との協力関係の構築やM＆A等により販売網を拡大するとともに、法

人向け営業への更なる取り組みや有力家電量販店の出店計画に併せて販売拠点を拡充することにより販売量を拡大し

ます。

一方、ネットワーク事業他においては、今後も中期的な市場拡大が見込まれるFTTH等光回線市場および次世代ネッ

トワーク（NGN）市場の動向を見据えた販路の拡大を図っていきます。さらに、大手コンビニエンスストア販路での

PIN販売システムを利用した電子マネー等の電子決済ビジネスの売上が伸びておりますので、更なる増加を目指してま

いります。

② コンプライアンス

当社グループは従来より、経営理念の重要項目として「コンプライアンス」を掲げるとともに「コンプライアンス

委員会」を設置し、また「株式会社テレパーク役職員行動規範」を制定し、コンプライアンスに関する当社の指針を示

しております。また、役職員行動規範にて社内および社外に報告・相談窓口の設置および公益通報者保護法に対応した

「コンプライアンス報告・相談規程」を制定し、社内監視体制の整備を行っています。更に、個人情報保護においても

「個人情報保護方針」を制定し、また平成18年４月にはプライバシーマークの認定を受けるなど積極的に取り組んで

おります。

③ コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンスの強化は当社の最重要課題の一つです。平成18年５月施行の会社法、米国SOX法、さらに

は平成20年度から施行の日本版SOX法に対応すべく、平成20年３月に「内部統制委員会」を発足させるなど、引き続き

内部統制システムの充実に取り組んでおります。
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４【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価および財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり

ます。なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在にて判断したものです。

(1) 通信事業者からの受取手数料について

当社グループは、通信事業者が提供する通信サービスへの利用契約の取次を行うことにより、当該サービスを提供

する事業者から契約取次の対価として手数料を収受しております。受取手数料の金額、支払対象期間、支払対象とな

るサービス業務の内容、通話料金に対する割合等の取引条件は、各通信事業者によって、また時期によってもそれぞ

れ異なっており、昨年、NTTドコモグループおよびKDDIグループにおいて携帯電話端末価格と通信料を分離した新販

売方式が導入されたように、今後も通信事業者の事業方針等により変更されますので、大幅な取引条件の変更が生じ

た場合には当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

(2) 業界における競合について

携帯電話業界は、技術進歩に伴い新サービス・新商品が次々と登場し、平成19年12月には携帯電話等の累計契約数

が１億台を超える大きな発展を遂げました。しかし一方で人口普及率の高まりと共に新規利用者の増加率が低下し

てきており、各事業者間の端末利用者獲得競争同様に当社グループを含めた販売会社の競争は今後更に激化するも

のと考えております。以上のように携帯電話市場は競争の激しい分野であるため、当社グループの業績は競合による

利益率の低下等の要因により大きな影響を受ける可能性があります。

固定電話についても、ブロードバンド化等の技術の進歩にともない各通信事業者の顧客獲得競争が再燃し、携帯電

話と同様に当社グループを含めた販売会社の顧客獲得競争も激しくなる場合が考えられます。その場合、当社グルー

プの業績は競合による利益率の低下等の要因により大きな影響を受ける可能性があります。

(3) 企業買収等による今後の事業拡大について

当社グループは、平成20年10月１日を効力発生日とする株式会社エム・エス・コミュニケーションズとの対等合

併を予定しておりますが、今後も事業拡大のため、中小代理店との協力関係の構築や新規にショップを出店する等以

外に同業他社の企業買収等を行う可能性があり、当該企業買収等が当社グループの財政状態および経営成績に影響

を与える可能性があります。また、今後の市場動向や経済環境の変化によっては、当該企業買収等が当初期待した結

果を生み出す保証はなく、出資先企業の業績等の状況によっては、投下資本の回収が困難となり、当社グループの業

績および事業計画等に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 個人情報漏洩等について

平成17年４月１日より個人情報保護法が施行されましたが、電気通信分野における個人情報の取扱いについては、

総務省（旧 郵政省）が策定した「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」に詳細が定められ

ており、同ガイドラインに基づいて通信事業者との各種契約の中で秘密保持の誓約書を通信事業者に提出しており

ます。特に通信事業者の顧客情報端末にアクセスするスタッフについては、IDナンバーまたはカードが与えられ個人

情報の秘密保持に取り組んでいます。また、顧客情報端末に直接アクセスする従業員のみならず、当社グループの通

信事業に従事する従業員については情報漏洩防止の観点により、個人情報に関するガイドライン遵守のための指導

を徹底する等自主的な取り組みを行っております。しかしながら、不測の事態により顧客情報の漏洩が発生した場

合、当社グループに対する信頼性の失墜や損害賠償請求等により、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性

があります。

(5) 主要株主との関係について

平成20年３月31日現在、三井物産株式会社が当社発行済株式総数329,554株のうち50.80％を所有しており、当社グ

ループは三井物産グループに属しております。本年10月１日を効力発生日とする株式会社エム・エス・コミュニ

ケーションズとの合併が実施された場合、住友商事株式会社および三菱商事株式会社が当社グループの主要株主に

加わる予定です。これにより当社グループは三井物産株式会社、住友商事株式会社、三菱商事株式会社それぞれの関

連会社となります。

しかしながら、当社グループならびに合併後の統合会社の担当分野である携帯電話および固定電話の販売と取次

事業は主要株主から独立して事業運営にあたっており、主要株主との資本関係に変化が生じても影響は軽微と考え

られます。 
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(6) モバイルビジネス研究会について

「モバイルビジネス研究会」の最終報告書を受け、総務省から平成19年９月21日に「モバイルビジネス活性化プ

ラン」が公表され、通信料金と端末価格を明確にし、利用者の選択肢を拡大することを目的とした「分離プラン」の

導入が提唱されました。これを受けて通信事業者が新たな料金プラン・販売方式を相次いで導入した結果、携帯電話

端末の割賦販売が急速に普及いたしました。このように同研究会の今後の動向等によって、携帯電話市場全体が影響

を受け、当社グループの事業および業績に大きな影響を与える可能性があります。

当社グループとしましても、「モバイルビジネス活性化プラン」に従い、端末価格と通信料金について契約時の重

要事項として利用者に対し十分な情報提供を行い、「オープン型モバイルビジネス環境の実現に向けて」、引き続き

利用者の利便性と業界全体の透明性向上に尽力してまいります。

一方で、端末が高機能化し、料金プランが多様化するほど、携帯電話はますます「説明商品」としての性格が強く

なり、質の高い販売員を擁する専門の大手販売代理店の担う役割が増大して行くものと考えております。

(7) 株式会社エム・エス・コミュニケーションズとの合併について

当社グループは、成熟期に移行しつつある市場環境下にあって、業界におけるリーディング・カンパニーの地位を

確固たるものとし、新たな事業領域への挑戦に向けて、本年５月22日に株式会社エム・エス・コミュニケーションズ

との間で合併契約書を締結いたしました。現在、統合に向けて準備作業を進めておりますが、今後何らかの事情によ

り、合併そのもの或いは合併契約書で定めた内容が変更される場合には、当社グループの財政状態および経営成績に

重要な影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

（1）モバイル事業における販売代理店契約等

契約会社名 会社名 国名 契約品目 契約内容 契約期間

㈱テレパーク

（当社）

㈱エヌ・ティ・ティ・

ドコモ
日本

携帯電話・PHS等通信

サービスの加入取次

販売代理店

契約 

平成19年６月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

〃
㈱エヌ・ティ・ティ・

ドコモ北海道
〃 〃 〃

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

〃　
㈱エヌ・ティ・ティ・

ドコモ東北
〃 〃 〃

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

〃　
㈱エヌ・ティ・ティ・

ドコモ関西
〃 〃 〃

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

〃　
㈱エヌ・ティ・ティ・

ドコモ東海
〃 〃 〃

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

〃　
㈱エヌ・ティ・ティ・

ドコモ北陸
〃 〃 〃

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

〃　
㈱エヌ・ティ・ティ・

ドコモ中国
〃 〃 〃

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

〃　
㈱エヌ・ティ・ティ・

ドコモ四国
〃 〃 〃

平成19年７月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

〃
㈱エヌ・ティ・ティ・

ドコモ九州
〃 〃 〃

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

〃　
ソフトバンクモバイル

㈱
〃 〃 〃

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

〃　 ＫＤＤＩ㈱ 〃 〃 〃

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

（2）ネットワーク事業
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契約会社名 会社名 国名 契約品目 契約内容 契約期間

㈱テレパーク

（当社）
東日本電信電話㈱ 日本

ブロードバンド・マイ

ライン・ADSL等通信

サービスの加入取次 

販売パート

ナー契約 

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

〃 西日本電信電話㈱ 〃 〃 〃 
平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

〃　
エヌ・ティ・ティ・コ

ミュニケーションズ㈱
〃 〃

販売代理店

契約 

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

〃　 ＫＤＤＩ㈱ 〃 〃 
営業業務委

託契約 

平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで

（自動更新） 

〃　
ソフトバンクテレコム

㈱
〃

マイライン・ADSL等

通信サービスの加入取

次

〃

平成19年10月１日から

平成20年９月30日まで

（自動更新） 

 （3）三洋電機株式会社とのテレコム三洋株式会社に係る株式譲渡契約の締結

　　　当社は、平成19年９月14日開催の取締役会において、三洋電機株式会社の100％子会社であるテレコム三洋株式会

　　社の全発行済株式取得（完全子会社化）に係る契約の締結を決議し、同日付けで株式譲渡契約書を締結いたしま

　　した。なお、平成19年10月31日にテレコム三洋株式会社の全発行済株式を取得（取得価額48億円）し、同年11月

　　１日付で株式会社テレコムパークに商号を変更いたしました。 

 

 （4）株式会社テレコムパークとの合併

 　　 当社は、平成20年２月25日開催の取締役会において、当社の100％子会社である株式会社テレコムパークを吸収合

　　併することを決定し、平成20年４月１日に合併いたしました。

　　　① 合併の目的

　　　　　 株式会社テレコムパークが運営するキャリアショップや有力二次代理店網の獲得を通じた販売網の拡充、物

　　　　　流及び在庫管理の一元化等を通じたシナジー実現とコスト削減による総合的な企業価値の拡大を早期に図る

　　　　　べく、同社を吸収合併したものであります。

　　　② 合併の方法

　　　　 　当社を存続会社とする簡易合併の手続による吸収合併方式で、株式会社テレコムパークは解散いたします。

　　　　 なお、本合併は、会社法796条第３項に定める簡易合併ならびに同法784条第１項に定める略式合併の規程によ

　　　　 り、当社および株式会社テレコムパークにおいて合併契約に関する株主総会の承認を省略しております。

　　　③ 増加資本等　　 

           株式会社テレコムパークは当社の100％子会社であるため、本合併による新株の発行及び資本金の増額並

　　　　　びに合併交付金の支払はありません。

　　　④ 実施した会計処理の概要

 　　　　　共通支配下の取引として会計処理いたします。

　　　⑤ 対象となった会社の名称、事業の内容及び引き継いだ資産、負債の額 

　　　　　　名称　　　　株式会社テレコムパーク

　　　　　　事業の内容　携帯電話等の販売及び代理店業務

　　　　　　引き継いだ資産、負債の額　

　　　　　　　　　　　資産の額　6,790百万円

　　　　　　　　　　　負債の額　5,682百万円
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 （5）株式会社エム・エス・コミュニケーションズとの合併契約

　　　当社は、平成20年５月22日開催の取締役会における決議を経て、同日、株式会社エム・エス・コミュニケーショ

　　ンズとの間で合併契約を締結いたしました。当該合併契約につきましては、株式会社エム・エス・コミュニケ

　　ーションズでは、平成20年６月25日開催の第14回定時株主総会において、当社では、平成20年６月26日開催の第17

　　回定時株主総会において承認を得ております。 

合併の背景・目的

　　　当社および株式会社エム・エス・コミュニケーションズ（以下「両社」）の主な事業領域である携帯電話販売市

　　場は、平成19年12月に累計加入回線が１億回線を超え、特に新規顧客の獲得において、市場は急速な成長期から次

　　第に成熟期に移行しつつあると言われています。かかる状況の下、市場の成熟化による競争激化に伴い、販売代理

　　店の再編が加速するにつれて、「資金力」、「組織力」、「情報力」を備えたスケールメリットを活かせる大手販

　　売代理店の優位性が一層高まることが予想されています。また、携帯電話端末の高機能化、料金プランの多様化に

　　より、携帯電話は益々「説明商品」としての性格を強めており、この意味でも質の高い販売員を数多く擁する大手

　　販売代理店の担う役割が増大しております。

　　　こうした事業環境の下、両社は、経営統合により事業規模の拡大と収益基盤の強化を目指すという経営戦略上の

　　選択肢について、多面的に検討・協議を行ってまいりました。その結果、両社は当社を存続会社、株式会社エム・　　

　　エス・コミュニケーションズを消滅会社として、平成20年10月１日を効力発生日とする両社の対等合併を行うこと

　　について、平成20年５月22日開催の両社それぞれの取締役会において決議し、同日、本合併契約を締結いたしま

　　した。

合併の方法および合併契約の要旨

　　　① 合併の方法

　　　　　 当社を存続会社とし、株式会社エム・エス・コミュニケーションズを消滅会社として、対等合併により合併

　　　　　いたします。

　　　② 合併後の社名（商号）

　　　　　 株式会社ティーガイア

　　　　　（英文名　T-Gaia Corporation）

　　　③ 合併比率

　　　　　 株式会社エム・エス・コミュニケーションズの株式１株に対して、当社の普通株式21.9株を割当交付いたし　

　　　　 ます。

　　　④ 合併比率の算定方法

　　　　　 当社および株式会社エム・エス・コミュニケーションズは、本合併に用いられる合併比率の算定にあたって　　

　　　　 公正性を期すため、当社は野村證券株式会社（以下「野村證券」）を、株式会社エム・エス・コミュニケーシ

　　　　 ョンズは大和証券エスエムビーシー株式会社（以下「大和証券ＳＭＢＣ」）を今回の合併のためのフィナンシ

         ャル・アドバイザーとして任命し、それぞれ合併比率の算定を依頼しました。

　　　　　 野村證券は、当社については普通株式が上場しており、市場株価が存在することから市場株価平均法を採用

　　　　 しました。平成20年５月20日を算定基準日として、算定基準日の終値、当社による平成20年３月期通期業績予

　　　　 想の修正発表の翌営業日から算定基準日まで（平成20年５月１日～平成20年５月20日）の終値平均、直近１ヶ

         月間（平成20年４月21日～平成20年５月20日）の終値平均および直近３ヶ月間（平成20年２月21日～平成20年

         ５月20日）の終値平均を採用しました。

           それに加えて、両社について類似した事業を営む他の上場会社と財務的な観点から比較するため類似会社

　　　　 比較法による算定、および将来の事業活動の状況を反映するため財務予測に基づくディスカウンテッド・キ

         ャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」）による算定を行いました。

           大和証券ＳＭＢＣは、株式会社エム・エス・コミュニケーションズについてはＤＣＦ法および類似会社比較

　　　　 法により、当社についてはＤＣＦ法および市場株価法により合併比率を算定しました。           
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当社は野村證券による算定結果を参考に、株式会社エム・エス・コミュニケーションズは大和証券ＳＭＢＣ

による算定結果を参考に、それぞれ両社の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、両

社で合併比率について慎重に協議を重ねた結果、平成20年５月22日付にて、最終的に上記合併比率が妥当である

との判断に至りました。

　    ⑤ 合併により交付する株式の数

　　　　　 普通株式233,454株

　    ⑥ 合併により増加すべき当社の資本金、準備金および剰余金の額 

(１) 資　本　金　　　　本件合併の直前の株式会社エム・エス・コミュニケーションズの資本金の額

(２) 資本準備金　　　　本件合併の直前の株式会社エム・エス・コミュニケーションズの資本準備金の額

(３) 利益準備金　　　　本件合併の直前の株式会社エム・エス・コミュニケーションズの利益準備金の額

　ただし、効力発生日の前日における当社及び株式会社エム・エス・コミュニケーションズの財産状態並びに適

用ある会計処理等を考慮して、両社で別途協議の上、合意によりこれを変更することができるものとします。

　　　⑦ 効力発生日

　　　　　 平成20年10月１日

　　　　　 ただし、合併手続進行上の必要性その他の事由により、両社協議の上、変更する場合があります。

　　　⑧ 会社財産の引継

　　　　　 当社は、効力発生日において、株式会社エム・エス・コミュニケーションズの資産および負債ならびにこれ

　　　　 らに付随する全ての権利義務を引き継ぐものとします。 

株式会社エム・エス・コミュニケーションズの概要

　　　① 住所

 　　　　　東京都新宿区市谷本村町１番１号

　　　② 代表者

 　　　　　代表取締役会長　宮城　利行

　　　　　 代表取締役社長　荻野　耕治

　　　③ 資本金（平成20年３月31日現在）

 　　　　　1,545百万円

　　　④ 事業の内容

 　　　　　携帯電話等の販売および代理店業務

　　　　　 マイライン、ブロードバンド等通信サービス販売取次業務

　　　⑤ 経営成績（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

         （単体） 

　　　　　 売上高　　　324,606百万円

　　　　　 当期純利益　　4,355百万円

　　　⑥ 財政状態（平成20年３月31日現在）

 　　　　（単体）　

　　　　　 資産額       86,910百万円

　　　　　 負債額　　　 69,717百万円

　　　　　 純資産額　　 17,192百万円

　　　⑦ 従業員数（正社員、出向社員及び契約社員）

         （単体）　　　　　  1,819名

 　　　　　

　なお、合併後の統合会社は三井物産株式会社、住友商事株式会社、三菱商事株式会社の関連会社となる予定であ

ります。

EDINET提出書類

株式会社テレパーク(E05392)

有価証券報告書

16/97



６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比は記載しておりません。

① 流動資産

当連結会計年度末における流動資産残高は、816億69百万円となりました。主たる内容は、携帯電話販売に伴う売上

高および受取手数料に伴う売掛金の計上（456億92百万円）および、携帯電話販売に伴うたな卸資産の計上（199億

81百万円）によるものであります。

② 固定資産

当連結会計年度末における固定資産残高は、82億47百万円となりました。主たる要因は、敷金（20億33百万円）に

よるものであります。

③ 流動負債

当連結会計年度末における流動負債残高は、657億66百万円となりました。主たる要因は、携帯電話販売に伴う商品

仕入高および支払手数料に伴う買掛金の計上（416億49百万円）によるものであります。

④ 固定負債

当連結会計年度末における固定負債残高は、56億93百万円となりました。主たる科目は子会社株式取得による長期

借入金（50億円）および、退職給付引当金（５億61百万円）によるものであります。

⑤ 純資産

当連結会計年度末における純資産残高は、184億57百万円となりました。

(2) 経営成績の分析

当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比は記載しておりません。

① 売上高および営業利益

当事業年度の売上高は、3,755億24百万円となりました。

　モバイル事業ではこれまで推進してまいりました販路拡大戦略に加え、平成19年10月31日付テレコム三洋株式会社

（平成19年11月１日付で株式会社テレコムパークに商号変更）の連結子会社化により、直営店、代理店の店舗および

家電量販店の拠点数を増加させてきました。また、各通信事業者が新割引料金プランの開始および新販売方式の導入

などに合わせて新機種を投入したため、当社グループ（株式会社モビテックを含む）は、高機能端末を中心に販売を

のばしてきました。また、ネットワーク事業他ではマイラインサービスが健闘し、FTTH等光回線サービスにおいては、

有力代理店を中心とする販売体制の構築に注力しました。一方、その他事業ではコンビニエンスストア販路でのPIN

（Personal Identification Number）販売システムを利用した電子マネー等の商材を販売する電子決済ビジネスが売上

に貢献しました。。

　売上原価は売上高の増加に伴い3,443億54百万円となりました。この結果、売上総利益は売上高が増加した効果もあ

り、311億69百万円となりました。

　販売費および一般管理費は238億45百万円となりました。これは、主としてモバイル事業の販路拡大に伴う販売員の

増員やショップの改装等によるものであります。

この結果、当事業年度の営業利益は、73億24百万円となりました。　

　なお、売上高および営業利益の概況につきましては、「第２事業の状況　1.業績等の概要」に記載のとおりでありま

す。

 

② 営業外損益および経常利益

営業外収益は、保険収入および受取家賃を主に67百万円となっておりますが、営業外費用で、銀行借入金の支払利

息および株式交付費等を支払っており63百万円を計上しております。

　この結果、当事業年度の経常利益は73億27百万円となりました。
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③ 特別損益および税引前当期純利益

特別利益で、貸倒引当金戻入益７百万円、固定資産売却益２百万円、特別損失で、ショップの改装等による固定資産

除却損37百万円、固定資産の減損損失28百万円、店舗等の解約違約金26百万円、投資有価証券評価損21百万円等によ

り１億20百万円を計上しております。

　この結果、税金等調整前当期純利益は72億17百万円となりました。

　　 ④ 法人税等（法人税等調整額を含む）および当期純利益　

法人税、住民税および事業税に法人税等調整額を加えた税金項目を31億88百万円計上したことから、当期純利益は

40億28百万円となりました。

(3) キャッシュ・フローに関する分析

当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比は記載しておりません。

現在の当社におけるキャッシュ・フローの源泉は、営業活動によるキャッシュ・フローである税引前当期純利益

および減価償却費であります。余剰資金は有利子負債の早期返済に充てることを基本的な方針としながら、運転資

金、納税資金、配当資金および設備投資資金等の資金需要に対し、営業活動によるキャッシュ・フローを充当すると

ともに、金融機関からの短期借入により機動的に対応しました。

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、14億31百万円となりました。

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローでは、法人税等の支払額31億38百万円、たな卸資産の増加18

億14百万円があるものの、税引前当期純利益72億17百万円の計上を主な要因として、23億88百万円の収入となりまし

た。

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローでは、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支

出45億74百万円を主な要因として、52億59百万円の支出となりました。

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローでは、長期借入による収入50億円および配当金の支払16億

42百万円等により41億26百万円の収入となりました。

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第一部 企業情報　第２ 事業の状況　４ 事業等のリスク」

に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループが、当連結会計年度に実施した設備投資の総額は４億円であります。主な設備投資は、次のとおりで

あります。

(1) モバイル事業関連

携帯電話端末の更なる販売強化の一環とし、携帯電話販売ショップを全国で32店舗を開設・改装し、店舗の改装

費・調度品等の購入代金として総額２億32百万円を投資いたしました。

(2) システム関連

老朽化したパソコン等の入替えに93百万円、コピー機・FAX・プリンター等のOA機器の入替えに14百万円を投

資いたしました。

(3) その他

事務所２店舗の移転・開設を行い工事費・調度品等の購入に総額26百万円、事務所の改装等に25百万円、その他

器具備品に10百万円を投資いたしました。
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２【主要な設備の状況】

　当社グループは、東京都文京区の本社をはじめ、国内に２支社、９支店、６営業所の他、74の携帯電話ショップを運

営しております。

　当連結会計年度末現在における各事業所の設備、投下資本ならびに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

(1）提出会社

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）

建物 構築物
器具及び
備品

土地
（面積㎡）

合計

東京本社

（東京都文京区）

他　１営業所　12店舗

モバイル事業

ネットワーク事業

その他事業

・事務所

・携帯電話

ショップ

63 0 80  143
158

(1,181)

西日本支社

（大阪市中央区）

他　７店舗

〃 〃 51 － 19  70
50

(310)

東海支社

（名古屋市中区）

他　11店舗

〃　 〃 60 0 45
23

(312.99)
130

79

(383)

北海道支店

（札幌市中央区）

他　６店舗

〃　 〃 14 1 5  20
8

(104)

東北支店

（仙台市青葉区）

他　１営業所　５店舗

〃 〃 20 － 5
24

(332.53)
50

11

(186)

新潟支店

（新潟県新潟市）

他　３店舗

〃 〃 43 0 2  46
4

(48)

長野支店

（長野県長野市）

他　５店舗

〃 〃 31 1 5  37
8

(69)

静岡支店

（静岡市葵区）

他　４店舗

〃　 〃 10 0 8  20
12

(77)

北陸支店

（石川県金沢市）

他　８店舗

〃 〃 12 － 2  15
8

(84)

中国支店

（広島市中区）

他　５店舗

〃 〃 15 0 19  35
12

(154)

四国支店

（香川県高松市）

他　２営業所　３店舗

〃 〃 0 － 0  1
7

(106)

九州支店

（福岡市博多区）

他　２営業所　５店舗

〃 〃 15 － 11  26
18

(152)

(2）国内子会社

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）

建物 構築物
器具及び
備品

土地
（面積㎡）

合計

㈱テレコムパーク

（大阪府大阪市）
モバイル事業

・事務所

・携帯電話

ショップ

289 11 81  383
111

(511)

　（注）１．従業員数については、就業人員数を記載しており、臨時雇用者数については期末人員数を（　）内に外数で記

載しております。

２．建物金額は主として賃借中の建物に施した建物附属設備の金額であります。

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,160,000

計 1,160,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月26日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 329,554 329,558
㈱東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

計 329,554 329,558 － －

（注）提出日現在の発行数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。

①　新株予約権（平成15年２月13日臨時株主総会決議により平成15年２月28日発行）

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数 108個 107個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 432株 428株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 130,000円（注）４ 130,000円（注）４

新株予約権の行使期間

平成17年２月13日または当

社の東京証券取引所第二部

への上場日から１年を経過

した日のいずれか遅い日か

ら平成25年２月12日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　： 32,500円

資本組入額： 16,250円

発行価格　： 32,500円

資本組入額： 16,250円

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

②　新株予約権（平成16年６月25日株主総会決議により平成16年８月３日発行）

　
事業年度末現在

 （平成20年３月31日）
 提出日の前月末現在
 （平成20年５月31日）

新株予約権の数 866個 864個 （注）２

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 1,732株 1,728株 （注）２

新株予約権の行使時の払込金額 313,676円（注）４ 313,676円（注）４

新株予約権の行使期間
平成18年６月25日から

平成26年６月24日まで
 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格： 156,838円  

資本組入額：78,419円

発行価格： 156,838円  

資本組入額：78,419円

新株予約権の行使の条件  （注）５  同左

新株予約権の譲渡に関する事項  （注）６  同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

③　新株予約権（平成17年６月28日株主総会決議により平成17年８月29日発行）

　
事業年度末現在

 （平成20年３月31日）
 提出日の前月末現在
 （平成20年５月31日）

新株予約権の数 1,150個 1,146個 （注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 2,300株 2,292株 （注）３
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事業年度末現在

 （平成20年３月31日）
 提出日の前月末現在
 （平成20年５月31日）

新株予約権の行使時の払込金額 359,000円（注）４ 359,000円（注）４

新株予約権の行使期間
平成19年６月28日から

平成22年６月27日まで
 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格： 179,500円  

資本組入額：89,750円

発行価格： 179,500円  

資本組入額：89,750円

新株予約権の行使の条件  （注）５  同左

新株予約権の譲渡に関する事項  （注）６  同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

　（注）１．新株予約権発行日以降から提出日の前月末現在（平成20年５月31日現在）までに、非取得者（契約辞退者）

の都合で権利を喪失したことにより減少した新株予約権の数は44個、新株予約権の目的となる株式の数は

176株であり、権利行使により減少した新株予約権の数は249個、新株予約権の目的となる株式の数は996株で

あります。

２．新株予約権発行日以降から提出日の前月末現在（平成20年５月31日現在）までに、非取得者（契約辞退者）

の都合で権利を喪失したことにより減少した新株予約権の数は147個、新株予約権の目的となる株式の数は

294株であり、権利行使により減少した新株予約権の数は185個、新株予約権の目的となる株式の数は370株で

あります。

３．新株予約権発行日以降から提出日の前月末現在（平成20年５月31日現在）までに、非取得者（契約辞退者）

の都合で権利を喪失したことにより減少した新株予約権の数は150個、新株予約権の目的となる株式の数は

300株であります。

４．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、それぞれの効力の発生の時をもって次の

算式により発行金額を調整致します。また、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

株式分割または併合の比率

５．権利を付与された者は、権利行使時においても、当社または当社の関係会社の取締役または使用人であるこ

とを要します。ただし、権利行使可能期間中に任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由のある場合

の退職により在籍しなくなった場合には、新株予約権割当契約に定める条件により権利を行使できるものと

します。権利を付与された者が、権利行使期間の初日到来後に死亡した場合には、その相続人が新株予約権割

当契約に定める条件により権利を行使できるものとします。また権利行使可能期間内においても行使可能な

新株予約権の数については制限を設けており、権利行使可能開始の日より１年間は付与された新株予約権の

数の３分の１まで、２年間は３分の２まで、２年経過後は全数につき権利行使が可能となっております。その

他の条件は当社と被付与者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによるものとします。

６．権利の譲渡、質入れ、担保の設定、その他一切の処分は認められないものとします。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成16年４月７日

（注）１
8,000 81,940 1,054 1,500 1,502 1,619

平成16年７月９日

（注）２
81,940 163,880 － 1,500 － 1,619

平成17年４月１日

 ～平成18年１月20日

（注）３

410 164,290 13 1,513 13 1,632

平成18年１月20日

（注）４
164,290 328,580 － 1,513 － 1,632

平成18年１月21日 

 ～平成18年３月31日

（注）３

52 328,632 0 1,514 0 1,633

 平成18年４月１日

 ～平成19年３月31日

（注）３

650 329,282 30 1,545 30 1,664

 平成19年４月１日

 ～平成20年３月31日

（注）３

272 329,554 7 1,552 7 1,671

　（注）１．平成16年４月７日の東京証券取引所第二部上場に伴い8,000株を発行いたしました。

２．平成16年５月31日の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき２株の割合をもって株式分割し

ました。

３．発行済株式総数、資本金および資本準備金の増加は、新株予約権（ストックオプション）の権利行使による

ものであります。

４．平成17年11月30日の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき２株の割合をもって株式分割し

ました。

５．当事業年度の末日から平成20年５月31日までの間に新株予約権（ストックオプション）の権利行使により、

発行済株式総数が 4株、資本金および資本準備金がそれぞれ 0百万円増加いたしました。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 28 20 78 83 4 10,828 11,041 －

所有株式数

（株）
－ 53,781 2,239 171,798 33,764 30 67,942 329,554 －

所有株式数の

割合（％）
－ 16.3 0.7 52.1 10.2 0.00 20.6 100.00 －

 （注）「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

 （株）

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％）

三井物産㈱ 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 167,400 50.80

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 18,707 5.67

日興シティ信託銀行㈱（投信口） 東京都品川区東品川二丁目３番14号 13,764 4.17

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 　 9,409 2.85

ザ　チェース　マンハッタン　バンク

　エヌエイ　ロンドン　エス　エル　オ

ムニバス　アカウント（常任代理人

　みずほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET

LONDON EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

6,685 2.02

ゴールドマン・サックス・イン

ターナショナル（常任代理人　ゴー

ルドマン・サックス証券㈱）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K

（東京都港区六本木６丁目10番１号）
4,182 1.26

モルガン・スタンレーアンドカン

パニーインク（常任代理人　モルガ

ン・スタンレー証券㈱）

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 10036,

U.S.A.（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号）
2,276 0.69

メロン　バンク　トリーティー　クラ

イアンツ　オムニバス（常任代理人

　香港上海銀行東京支店）

ONE BOSTON PLACE BOSTON. MA 02108（東京都

中央区日本橋３丁目11番１号）
2,245 0.68

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口４）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,069 0.62

ビービーエイチ　ボストン　フォー　

ボンク　エ　ケス　デパーニャ　ルク

センブルグ　ファンド（常任代理人

　香港上海銀行東京支店）

1 PLACE DE METZ, L-2954 LUXEMBOURG

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）　
1,900 0.57

計 ―――――― 228,637 69.38

（注）1． 上記のうち、日本マスタートラスト信託銀行㈱、日興シティ信託銀行㈱、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

の所有する株式数は、すべて信託業務に係るものであります。

2． インベスコ投信投資顧問㈱から、平成19年９月６日付で関東財務局に大量保有報告書の変更報告書の提出があ

り、平成19年８月31日現在で15,443株（株券等保有割合4.69%）を保有している旨の報告を受けておりますが、

当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況では考慮し

ておりません。

3． スパークス・アセット・マネジメント㈱から、平成20年４月４日付で関東財務局に大量保有報告書の変更報告

書の提出があり、平成20年３月31日現在で27,301株（株券等保有割合8.28%）を保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状

況では考慮しておりません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　329,554 329,554

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

端株 － － －

発行済株式総数 329,554 － －

総株主の議決権 － 329,554 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。

　　　　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　　①新株予約権（平成15年２月28日発行）

決議年月日 平成15年２月13日

付与対象者の区分及び人数 従業員

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上 

  　　②新株予約権（平成16年８月３日発行）

決議年月日 平成16年６月25日

付与対象者の区分及び人数 取締役、執行役員および従業員

新株予約権の目的となる株式の種類  「（２）新株予約権の状況」に記載しております。

株式の数  同上

新株予約権の行使時の払込金額  同上

新株予約権の行使期間  同上

新株予約権の行使の条件  同上

新株予約権の譲渡に関する事項  同上

代用払込みに関する事項  同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  同上 

   　　③新株予約権（平成17年８月29日発行）

決議年月日 平成17年６月28日

付与対象者の区分及び人数 取締役、執行役員および従業員

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権の状況」に記載しております。

株式の数  同上

新株予約権の行使時の払込金額  同上

新株予約権の行使期間  同上

新株予約権の行使の条件  同上

新株予約権の譲渡に関する事項  同上

代用払込みに関する事項  同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  同上 
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

 該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 該当事項はありません。
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３【配当政策】

当社の配当政策は、業績の進展状況に応じて、将来の事業展開と経営基盤の強化のために必要な内部留保を確保し

ながら、配当性向30％以上を目処として安定配当を実施していく方針です。

この方針のもと、当期の配当金につきましては、１株につき年間5,000円としました。これは前期の年間配当金4,500

円と比較すると500円の増配となっております。内訳としては、昨年12月に中間配当金として１株につき2,500円お支払

いし、期末配当金につきましては、１株につき2,500円といたしました。

次期の配当につきましては、１株につき年間5,000円を予定しています。内訳としては、中間配当金、期末配当金、おの

おの１株につき2,500円を予定しております。

また、会社法施行後の配当の基準日および回数の変更は、現時点では予定しておりません。よって、従来どおり中間

期末日および期末日を基準日とした年２回の配当を実施する予定です。当社は「取締役会の決議により、毎年９月30

日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

なお、内部留保資金の使途につきましては、モバイル事業の業容拡大、新しい事業の立ち上げ、人材育成、戦略的投資

等に投入する方針であります。

 なお、第17期の剰余金の配当は以下のとおりです。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成19年11月６日

取締役会決議 
823 2,500

平成20年６月26日

定時株主総会決議 
823 2,500

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） －
800,000

□430,000 

608,000

 □404,000
353,000 192,000

最低（円） －
486,000

 □250,000

300,000

□264,000
157,000 77,000

　（注）１．最高・最低株価は、平成17年２月以前は東京証券取引所市場第二部におけるものであり、平成17年３月は同取

引所市場第一部におけるものであります。

なお、平成16年４月７日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。

 ２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価であります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 139,000 135,000 141,000 128,000 115,000 106,000

最低（円） 112,000 102,000 122,000 101,000 105,000 77,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役

社長
執行役員社長 宮崎　重則 昭和23年２月13日生

昭和47年４月 三井物産㈱入社

平成２年１月 物産アドバンストシステム㈱に出

向　代表取締役社長

平成４年10月 アダムネット㈱に出向　取締役副社

長

平成12年１月 三井物産㈱中部支社・情報産業部

長

平成13年３月 三井物産情報通信㈱（現、当社）に

出向　代表取締役社長

平成14年10月 当社に転籍　代表取締役社長（現

任）

平成19年６月 当社代表取締役社長執行役員（現

任）

平成20年６

月～平成21

年６月 

206

取締役
専務執行役員

営業本部長
清原　良高 昭和24年９月５日生

昭和47年４月 三井物産㈱入社

平成５年４月 同社鉄鋼貿易本部・鋼管貿易部鋼

管第一グループ主席

平成９年12月 当社取締役移動体通信事業部長

平成13年４月 当社取締役モバイル事業本部長

平成15年４月 当社に転籍　取締役モバイル事業本

部長

平成15年７月 当社常務取締役モバイル事業本部

長

平成18年10月 当社常務取締役営業本部長

平成19年６月 当社取締役専務執行役員

営業本部長(現任）

平成20年６

月～平成21

年６月 

114

取締役
専務執行役員

業務本部長
遠藤　恭一 昭和22年10月５日生

昭和46年４月 三井物産㈱入社

平成10年５月 同社業務部投資総括室長

平成15年４月 同社関西支社副支社長（兼）業務

部長

平成16年４月 同社執行役員（兼）英国三井物産

㈱社長

平成17年２月 同社執行役員（兼）欧州三井物産

㈱副社長

平成18年３月 同社執行役員退任

平成18年５月 当社顧問

平成18年６月 当社常勤監査役

平成19年６月 当社取締役専務執行役員

業務本部長(現任）

平成20年６

月～平成21

年６月 

18

取締役
常務執行役員

管理本部長
西尾　耕一 昭和25年10月１日生

昭和49年４月 三井物産㈱入社

平成10年７月 同社情報産業経理部情報産業第二

経理室長

平成11年５月 三井物産情報通信㈱（現、当社）に

出向　取締役経理部長

平成13年４月 当社取締役管理本部長（兼）経理

部長

平成15年４月 当社に転籍　取締役管理本部長

（兼）経理部長

平成15年７月 当社常務取締役管理本部長(兼)経

理部長

平成18年７月 当社常務取締役管理本部長

平成19年６月 当社取締役常務執行役員

管理本部長(現任)

平成20年６

月～平成21

年６月 

113
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

取締役

(非常勤)
　 高橋　修 昭和25年３月６日生

昭和49年４月 三井物産㈱入社

平成８年３月 同社情報産業開発部新事業室長

平成11年４月 同社メディア事業部長

平成15年１月 同社エレクトロニクス事業本部長

平成16年４月 同社コンシューマーサービス事業

本部副本部長

平成18年４月 同社執行役員コンシューマーサー

ビス事業本部長

平成19年４月 同社執行役員情報産業本部長（現

任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

平成20年６

月～平成21

年６月 

－

取締役

(非常勤)
　 土肥　茂 昭和28年12月７日生

昭和52年４月 三井物産㈱入社

平成10年７月 三井物産グラフィックシステム㈱

代表取締役社長

平成13年12月 三井物産㈱情報産業本部テレコム

事業部ネットワーク営業部長

平成15年４月 同社情報産業本部テレコム事業部

長

平成16年４月 同社情報産業本部テレコムマーケ

ティング事業部長

平成16年６月 当社取締役（現任）

平成17年４月 三井物産㈱情報産業本部モバイル

事業部長（現任）

平成20年６

月～平成21

年６月 

－

監査役

(常勤)
　 嶋田　正敏 昭和23年１月19日生

昭和46年４月 三井物産㈱入社

 平成９年６月 欧州三井物産㈱取締役（兼）英国

三井物産㈱取締役

平成10年６月 三井物産㈱金属経理部鉄鋼原料経

理室長

平成12年６月 同社金属経理部長

平成13年６月 米国三井物産㈱上級副社長

平成15年９月 三井物産㈱内部監査部検査役

平成17年６月 同社内部監査部第５監査室長室長

検査役

平成19年６月 当社監査役（現任） 

平成19年６

月～平成23

年６月 

5

監査役

（非常勤）
　  遠藤　元一 昭和32年５月25日生

平成元年11月 司法試験合格

平成４年４月 弁護士登録（現任）

平成17年６月 当社監査役（現任）

平成17年６

月～平成21

年６月  

－

監査役

(非常勤)
　 北村　達弥 昭和29年６月12日生

昭和52年４月 三井物産㈱入社

平成11年４月 同社九州支社管理統括部経理室長

平成15年３月 同社生活産業会計部食料会計室長

平成17年７月 三井物産林業㈱取締役管理本部長

平成19年３月 三井物産㈱事業管理部生活産業事

業管理室次長（現任）

平成20年６月 当社監査役（現任） 

平成20年６

月～平成23

年６月 

－

計 ９名 ―  456

（注）１．取締役高橋修、土肥茂は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役嶋田正敏、監査役遠藤元一および監査役北村達弥は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。

３．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。執

行役員は10名で、代表取締役社長執行役員宮崎重則、取締役専務執行役員営業本部長清原良高、取締役専務執行

役員業務本部長遠藤恭一、取締役常務執行役員管理本部長西尾耕一、上席執行役員西日本支社長増田俊明、上席

執行役員東海支社長山口徹、執行役員営業本部副本部長吉元啓介、執行役員東海支社副支社長島田孝一、執行役

員業務本部副本部長山野雅弘、執行役員九州支社長川下慎吾で構成されております。

４．取締役西尾耕一、土肥茂および監査役北村達弥は平成20年10月１日に予定しております合併の効力が発生する

ことを条件とし、合併効力発生日の前日に辞任する予定です。また取締役西尾耕一につきましては取締役辞任

後も引続き執行役員として在任する予定です。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社ではコ－ポレ－ト・ガバナンスを基本的には株主の権利を保証する活動として考えておりますが、顧客、取引

先、従業員、地域社会等、株主以外のステークホルダーに対してもそれぞれの責任を果たしていく必要があると考え

ています。具体的には、「経営の透明性の確保」および、「企業価値の保全と増大」の両面から、制度的枠組を整える

とともに実効を挙げるべく日常活動を推進しています。経営の透明性確保の意味では取締役会、監査役会などの役割

と意思決定のプロセスを明確化するとともに、経営に影響を与える重要事実に関しては「適時適正開示」に努めて

いく方針です。また、企業価値の保全と増大に関しては、独立採算の１本部３支社を利益単位とする責任会計制度に

内部監査制度を重ねた社内管理制度を基本にしています。とくに法令遵守の問題に関しては、通常のライン以外に

チーフ・コンプライアンス・オフィサー(ＣＣＯ)を委員長とする「コンプライアンス委員会」にて顧客情報管理等

のリスク管理も含めたコンプライアンスに関わる課題を討議し必要なアクションに繋げています。さらに、「公益通

報者保護法」が平成18年４月より施行になったことに伴い民間の専門会社に加えて社外の弁護士を活用した内部通

報制度を整えております。なお、当社は従来から監査役に十分な機能が期待できること、業務に精通した社内取締役

を中心にスピード感のある経営が可能であることから、従来の「監査役会設置会社」の形態を維持しております。加

えて、経営の透明性を高めるべく取締役会の諮問機関として「指名委員会」および「報酬委員会」を設置しており

ます。

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

① 会社の経営上の意思決定、執行および監督に係わる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

イ.会社の機関の内容

当社は、「監査役会設置会社」を採用しております。

現在、当社の取締役６名のうち２名が社外取締役であり、監査役３名全員が社外監査役です。当社は執行役員制

度を採用しており社長以下10名の執行役員がいますが、社内取締役４名については全員が執行役員を兼務してい

ます。重要会議としては取締役会および監査役会が毎月１回開催されるほか、執行役員会議が毎月１回開催され、

業務執行上の問題を討議し部門間の意思疎通を図っています。取締役会の諮問機関として指名委員会および報酬

委員会を設置しております。指名委員会は取締役および常務執行役員以上の執行役員の選任・解任案を取締役会

に対し提案することを、報酬委員会は取締役および執行役員の報酬案等を取締役会に対し提案することを目的と

しております。さらに内部監査部が監査役と連絡を取りながら内部監査に当たっています。

ロ.内部統制に関する体制や環境の整備状況

取締役会は内部統制上の最高決議機関でありますが、取締役の職務執行が効率性を含め適正に行われているか

監督する機関でもあります。取締役の人数は定款にて実質的な討議が可能な最大数以下に留めており現在は６名

です。また、取締役の職務を業務執行と明確に区別し職務執行が効率的に行われるよう「執行役員制」を採用し

ております。執行役員は任期が１年で取締役会が選任し取締役会が定める責務を遂行します。業務執行の統制の

基本は１本部３支社を利益単位とする責任会計制度です。各本部長、各支社長は決定権限規定の定める権限に従

い業務責任を遂行し、自己の権限を超える案件に関しては「稟議制度」に従い代表取締役の承認を取り付け、と

くに重要な案件に関しては取締役会の決議を取り付けます。最終的には内部監査部が各業務部門の業務執行の状

況を監査し、経営の有効性と効率性、財務報告の真実性、コンプライアンスなどの観点から不都合がある場合は、

社長に報告するとともに該当部門に改善報告書を提出させ対策に当たらせています。
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ハ.会社の機関の内容および内部統制システムを示す図表

当社のコーポレート・ガバナンス体制および内部統制システムの概要についての模式図は下記の通りとなっ

ております。

ニ.当社のリスク管理体制の整備状況

ａ)コンプライアンス推進体制

当社は、法令遵守および倫理維持(コンプライアンス)を業務遂行上の最重要課題のひとつとして位置づけ、通

常のライン以外に、平成14年12月、チーフ・コンプライアンス・オフィサー(ＣＣＯ)を委員長とし、各本部、支

社、支店にて選任されるコンプライアンス委員で構成する「コンプライアンス委員会」を発足させコンプライ

アンスに関わる諸問題を討議し改善活動に繋げています。さらに平成18年４月、コンプライアンスの常設推進

組織としてコンプライアンス室を設置し、コンプライアンス体制整備と有効性の維持・向上を図っています。

コンプライアンス委員会は先ず平成14年12月、「役職員行動規範」を制定し全役員および全従業員に対してコ

ンプライアンスに関する当社の指針を示しております。なお、平成18年11月に「役職員行動規範」の改訂版で

ある第三版を制定し、全従業員に対して研修を実施いたしました。さらに平成16年12月には、リスク情報の早期

把握のため社外組織と提携し、従業員の相談窓口として「職場のヘルプライン」をスタートさせましたが、平

成18年４月、公益通報者保護法の施行に伴い社外の弁護士も含めたコンプライアンスに関する報告・相談ルー

トを複数設置しております。

ｂ)リスク管理体制

当社はコーポレート・ガバナンスの目的の一つに株主の財産権の保全を上げていますが、リスク管理もその

一環で考えています。事業に伴うリスクとして主として三種類のリスクを認識しています。第一には経営戦略、

事業戦略に関わるリスク、第二には在庫リスクや信用リスクなどの事業の遂行に関わる財務上のリスク、第三

には法令等の遵守(コンプライアンス)に関わるリスクであります。第一の経営戦略、事業戦略に関わるリスクに

関しては、常日頃から執行役員会などで部門間の意思疎通を密にし、とくに重要な戦略決定に関しては綿密な
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調査と慎重な議論を重ねて結論を出すように心がけています。第二の事業遂行に関わる財務上のリスクに関し

ては、１本部３支社ごとの責任範囲で対応するのが原則ですが、具体的には計画管理制度、稟議制度などで各事

業単位の活動を必要な都度、適切にモニターしています。第三の法令遵守に関わるリスクに関しても、１本部３

支社で対応するのが原則ですが、前項コンプライアンス推進体制で述べましたとおり、ライン以外に様々な制

度で補完しております。

ホ.内部監査および監査役監査の状況、会計監査の状況

内部監査部門として、社長直属で内部監査部を設置しており専任スタッフは昨年から１名増員し、６名となっ

ております。会計監査、業務監査、個人情報保護監査を実施しております。

監査役は３名で全員が社外監査役です。監査役会および監査役に専任スタッフは配置されておりませんが、内

部監査部と必要の都度、情報交換・意見交換を行うなど連携を密にして監査の効率を向上させております。また、

監査役の監査活動は、各取締役へのヒアリング、取締役会への出席、その他重要会議への出席、支社・支店・

ショップへの往査、各部門へのヒアリング等を実施しております。なお、監査法人と監査役は監査計画、監査実施

状況、会計監査結果等について中間決算時および本決算時等に打合せを実施し連携をとっております。

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人および継続監査年数は下記のとおりとなっております。

また、下記以外に公認会計士３名、会計士補等８名、その他４名の計15名の補助者で監査業務を実施しておりま

す。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 継続監査年数（注）

指定社員　業務執行社員　　松岡　幸秀　 監査法人　トーマツ －

指定社員　業務執行社員　　布施　伸章　 監査法人　トーマツ －

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

② 会社と会社の社外取締役および社外監査役との人的関係、資本的関係、または取引関係その他の利害関係の概要

社外取締役２名および社外監査役１名は親会社、三井物産株式会社から差入の社外役員です。これは当人の知

識、経験などの能力を評価し当社判断により招聘したものであります。親会社と当社との取引関係は僅少であり、

社外取締役および社外監査役個人と当社との取引等利害関係はありません。

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

最近１年間の取組みとしては「コンプライアンス委員会」を３回開催しました。コンプライアンスモニタリン

グを実施して意識調査をすると共に、「コンプライアンス室通信」を毎月発行するなど、従業員への啓蒙を図って

おります。個人情報保護の取組みでは「個人情報保護ハンドブック」を改訂し、社内研修を継続して実施しまし

た。

  経営の透明性を高めるため取締役会の諮問機関として「指名委員会」および「報酬委員会」を設置いたしまし

た。また、内部統制システムの充実を図るために「内部統制委員会」を発足させました。

EDINET提出書類

株式会社テレパーク(E05392)

有価証券報告書

35/97



④ 役員報酬および監査報酬の内容

当期における当社の取締役および監査役に対する役員報酬ならびに監査法人に対する監査報酬は以下のとおり

であります。

区　　　分 支給人員 支給額 

取　締　役

 （うち社外取締役）

 5名

(-)

 133百万円

(-)

監　査　役 

 （うち社外監査役）

 2

(2)

 18

(18)

合　　　計 7 151

 （注）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

監査報酬 　

公認会計士法第２条第１項に規定する監査証明に係る報酬 36百万円

上記以外の報酬 －百万円

⑤ 定款で取締役の定数について定め、また、取締役の選解任の決議要件につき、会社法と別段の定めをした内容

取締役の員数については12名以内とする旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議および取締役を

解任する場合における株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

⑥ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項およびその理由、ならびに株主総会の特別

決議要件を変更した内容およびその理由

イ.株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項およびその理由

ａ）当社は、機動的な資本政策の遂行を可能にするため、自己株式の取得について、会社法第165条第２項の定め

により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めており

ます。

ｂ）当社は、従来どおりの中間期末日および期末日を基準とした年２回の配当を目的として、中間配当について、

会社法第454条第５項の定めにより、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うこ

とができる旨を定款で定めております。

ｃ）当社は、取締役および監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の定めによ

り、取締役会の決議によって会社法第423条第１項の取締役（取締役であった者を含む。）および監査役（監査

役であった者を含む。）の賠償責任を法令の定める限度において免除することができる旨を定款で定めており

ます。

　当社は、会社法第427条第１項の規程の定めにより、社外取締役および社外監査役との間に、会社法第423条第

１項の賠償責任を法令の限度において限定する契約を締結することができる旨を定款で定めております。

ロ.株主総会の特別決議要件を変更した内容およびその理由

決議の方法について当社定款では、株主総会の円滑な運営を行うため、次の内容を定めております。

株主総会の決議は、法令または当社定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行使することがで

きる株主の議決権の過半数をもって行います。また、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数を

もって行います。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）」

（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(3）当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以下

に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結キャッシュ・フロー計算書につ

いては、前連結会計年度との対比は行っておりません。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財

務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日か

ら平成20年３月31日まで）の連結財務諸表および当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財

務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　    

Ⅰ　流動資産 　    

１．現金及び預金 　  1,431  

２．売掛金 　  45,692  

３．たな卸資産 　  19,981  

４．繰延税金資産 　  841  

５．未収入金 　  13,259  

６．その他 　  504  

貸倒引当金 　  △41  

流動資産合計 　  81,669 90.8

Ⅱ　固定資産 　    

１．有形固定資産 　    

(1）建物及び構築物 　 2,044   

減価償却累計額 ※１ △1,401 642  

(2）器具及び備品 　 1,469   

減価償却累計額 ※１ △1,181 288  

(3）土地 　  48  

有形固定資産合計 　  979 1.1

２．無形固定資産 　    

(1）のれん 　  3,750  

(2）電話加入権 　  12  

無形固定資産合計 　  3,762 4.2

３．投資その他の資産 　    

(1）投資有価証券 　  440  

(2）関係会社株式 　  184  

(3）長期貸付金 　  57  

(4）繰延税金資産 　  586  

(5）敷金 　  2,033  

(6）その他 　  304  

貸倒引当金 　  △102  

投資その他の資産合計 　  3,505 3.9

固定資産合計 　  8,247 9.2

資産合計 　  89,917 100.0
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当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　    

Ⅰ　流動負債 　    

１．買掛金 　  41,649  

２．短期借入金 　  7,400  

３．未払金 　  13,366  

４．未払法人税等 　  1,662  

５．賞与引当金 　  397  

６．短期解約損失引当金 　  146  

７．その他 　  1,144  

流動負債合計 　  65,766 73.1

Ⅱ　固定負債 　    

１．長期借入金 　  5,000  

２．退職給付引当金 　  561  

３．その他 　  132  

固定負債合計 　  5,693 6.4

負債合計 　  71,460 79.5

（純資産の部） 　    

Ⅰ　株主資本 　    

１．資本金 　  1,552  

２．資本剰余金 　  1,671  

３．利益剰余金 　  15,106  

株主資本合計 　  18,330 20.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　    

１．その他有価証券評価差
額金

　  127  

評価・換算差額等合計 　  127 0.1

純資産合計 　  18,457 20.5

負債純資産合計 　  89,917 100.0

　 　    

EDINET提出書類

株式会社テレパーク(E05392)

有価証券報告書

39/97



②【連結損益計算書】

　 　
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  375,524 100.0

Ⅱ　売上原価 　  344,354 91.7

売上総利益 　  31,169 8.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  23,845 6.3

営業利益 　  7,324 2.0

Ⅳ　営業外収益 　    

１．受取利息 　 8   

２．受取配当金 　 1   

３．受取家賃 　 17   

４．受取保険料 　 24   

５．その他 　 15 67 0.0

Ⅴ　営業外費用 　    

１．支払利息 　 62   

２．その他 　 1 63 0.0

経常利益 　  7,327 2.0

Ⅵ　特別利益 　    

１．貸倒引当金戻入益 　 7   

２．固定資産売却益  ※２ 2 9 0.0

　 　    

Ⅶ　特別損失 　    

１．固定資産除却損 ※３ 37   

２．投資有価証券評価損 　 21   

３．減損損失  ※４ 28   

４．店舗等解約違約金 　 26   

５．その他 　 7 120 0.1

税金等調整前当期純利益 　  7,217 1.9

法人税、住民税及び事業税 　 2,925   

法人税等調整額 　 262 3,188 0.8

当期純利益 　  4,028 1.1
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③【連結株主資本等変動計算書】

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
　資本金　

資本剰余
金

利益剰余
金

株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,545 1,664 12,724 15,933 182 182 16,116

連結会計度中の変動額        

新株の発行（注） 7 7 － 14 － － 14

剰余金の配当 － － △1,646 △1,646 － － △1,646

当期純利益 － － 4,028 4,028 － － 4,028

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純
額）

    △55 △55 △55

連結会計度中の変動額合計
（百万円）

7 7 2,381 2,396 △55 △55 2,340

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1,552 1,671 15,106 18,330 127 127 18,457

 （注）新株予約権（ストックオプション）の権利行使によるものであります。
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　  

税金等調整前当期純利益 　 7,217

減価償却費 　 508

コンピュータ費 　 49

のれん償却額 　 321

減損損失 　 28

株式交付費 　 0

貸倒引当金の増減額（△減少額） 　 △2

賞与引当金の増減額（△減少額） 　 △20

短期解約損失引当金の増減額（△減少額） 　 △94

退職給付引当金の増減額（△減少額） 　 66

役員退職慰労引当金の増減額（△減少額） 　 △46

受取利息及び受取配当金 　 △9

支払利息 　 62

固定資産売却損益 　 △2

固定資産除却損 　 37

投資有価証券売却損 　 1

投資有価証券評価損 　 21

売上債権の増減額（△増加額） 　 2,200

たな卸資産の増減額（△増加額） 　 △1,814

仕入債務の増減額（△減少額） 　 △1,409

その他 　 △1,539

小計 　 5,575

利息及び配当金の受取額 　 9

利息の支払額 　 △58

法人税等の支払額 　 △3,138

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 2,388
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当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　  

有形固定資産の取得による支出 　 △408

有形固定資産の売却による収入 　 6

ソフトウェアの取得による支出 　 △56

投資有価証券の取得による支出 　 △152

投資有価証券の売却による収入 　 0

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に
よる支出

※２　 △4,574

貸付けによる支出 　 △136

貸付金の回収による収入 　 114

関係会社への貸付による収入 　 70

敷金の支払による支出 　 △224

敷金の返還による収入 　 103

その他投資の収支 　 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △5,259

　 　  

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　  

短期借入金の純増減
（△減少額）

　 755

長期借入れによる収入 　 5,000

新株発行関連の支出 　 △0

株式の発行による収入 　 14

配当金の支払額 　 △1,642

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 4,126

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（△減少額） 　 1,254

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 177

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,431
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数は１社であります。

　　会社名：㈱テレコムパーク

㈱テレコムパークは平成19年10月に株式を取得

しているため、損益については平成19年10月から

平成20年３月までの６ヶ月間を連結しておりま

す。

(2) 非連結子会社の数は１社であります。

　　会社名：㈱モビテック 

非連結子会社の規模は、資産基準、売上高基準、

利益基準、利益剰余金基準の割合がいずれも小規

模であり、全体として連結財務諸表に重要な影響

を与えていないため除外しております。

２．持分法の適用に関する事項 (1) 持分法適用の非連結子会社

　　該当する事項はありません。 

(2) 持分法適用の関連会社数

　　該当する事項はありません。 

 (3) 主要な持分法を適用しない非連結子会社の名称等

　　 該当する事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 　連結子会社の決算日は連結決算日と同一の３月末で

あります。

４．会計処理基準に関する事項 　

　(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 ①有価証券

　(イ)子会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

 　(ロ)その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算日の市場価額等に基づく時価法（評価差額

　　は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

　　動平均法により算定）を採用しております。

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

 ②たな卸資産

 　(イ)商品

　　　 先入先出法による低価法（洗替え方式）を採用

　 　しております。

   (ロ)貯蔵品

　　　 先入先出法による原価法を採用しております。

　(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）については定額法）を採用して

おります。また、直営ショップの建物附属設備、および

器具及び備品については耐用年数３年による定額法を

採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　３年～20年

　器具及び備品 　 ２年～10年　
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項目
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  (3)重要な引当金の計上基準  ①貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

　債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

　定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

　不能見込額を計上しております。

 ②賞与引当金

　　従業員の賞与金の支払に備えるため、賞与支給見込

　額の当期負担額を計上しております。

 ③短期解約損失引当金

　　当社グループおよび販売代理店経由で加入申込受付

　をした携帯電話契約者が短期解約した場合に、当社グ

　ループと代理店委託契約を締結している電機通信事業

　者に対して返金すべき手数料の支払に備えるため、返

　金実績額に基づき、短期解約に係る手数料の返金見込

　額を計上しております。

 ④退職給付引当金　

 　 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

　職給付債務の見込額に基づき計上しております。

 　 過去勤務債務については、発生年度に一括損益処理

  しております。

    数理計算上の差異については、発生の翌連結会計年

度に一括損益処理しております。

 ⑤役員退職慰労引当金

当社は、従来、役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく連結会計年度末要支

給額を計上しておりましたが、平成19年６月開催の定

時株主総会終結の時をもって役退職慰労金制度を廃止

することが決定されました。制度廃止に伴う打ち切り

支給の未払相当額については、固定負債の「その他」

に計上しております。

 (4)重要なリース取引の処理方法 　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

　もの以外のファイナンス・リース取引については、通

　常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

　おります。

 (5)その他連結財務諸表作成のための重要な事項  　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

また、資産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年

度の負担すべき期間費用として処理しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 　投資の効果が発現する期間を考慮し、連結子会社㈱テ

レコムパークに係るのれんは10年間で均等償却してお

ります。その他につきましては、５年間で均等償却して

おります。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の

範囲 

　手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

 ※１．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

 おります。

２．当社グループにおいては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結し

ております。この契約に基づく当期末の借入金未実

行残高は次のとおりであります。

 当座貸越極度額 1,100百万円 

 借入実行残高  －百万円

 差引額  1,100百万円

（連結損益計算書関係）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

  

運賃 605百万円

派遣人件費 4,608

役員報酬 157

従業員給料 2,084

臨時勤務者給与 5,603

役員退職慰労引当金繰入額 9

賞与引当金繰入額 397

不動産賃借料 1,730

減価償却費 639

のれん償却額 321

業務委託費 645

貸倒引当金繰入額 20

その他 7,023

※２．固定資産売却益は、建物及び構築物１百万円、器具

及び備品０百万円であります。

※３．固定資産除却損は、建物及び構築物22百万円、器具

及び備品７百万円、のれん６百万円であります。

※４．当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

店舗
直営ショップ

店舗設備 

建物及び構築物・

器具及び備品
26

事業所 
支店設備 ・

事務所設備

建物及び構築物・

器具及び備品 
1

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として直営ショップ店舗を基本単位とし、

共有資産については、共用資産を含む支社事業所・

支店事業所単位で資産のグルーピングを行ってお

ります。
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当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 直営ショップ店舗及び支店・事業所のうち、営業

活動から生ずるキャッシュ・フローが継続してマ

イナスとなっているものについて、減損処理の要否

を検討し、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（28百万円）として特別損失

に計上しました。その内訳は、建物21百万円、構築物

１百万円、器具及び備品５百万円であります。

なお、直営ショップ店舗及び支店・事業所に係る

資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額は、売却が困難であるためゼ

ロとしております。 

（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

　
前連結会計年度末株

式数（株）

当連結会計年度増加

株式数（株） 

当連結会計年度減少

株式数（株） 

当連結会計年度末株

式数（株） 

発行済株式 　 　 　 　

普通株式（注） 329,282 272 ― 329,554

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加272株は、新株予約権（ストックオプション）の行使による新株の発行によるも

のであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日

定時株主総会
普通株式 823 2,500 平成19年３月31日 平成19年６月27日

平成19年11月6日

取締役会
普通株式 823 2,500 平成19年9月30日 平成19年12月11日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年6月26日

定時株主総会
普通株式 823 利益剰余金 2,500 平成20年3月31日 平成20年6月27日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定    1,431百万円

現金及び現金同等物    1,431百万円

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに㈱テレコムパークを連結した

ことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに㈱テ

レコムパーク株式の取得価額と㈱テレコムパーク取得の

ための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

  

流動資産 4,652

固定資産　 1,103

のれん　 3,799

流動負債　 △4,675

㈱テレコムパーク株式取得価額　 4,879

㈱テレコムパーク現金及び現金同等物　 △304

差引：㈱テレコムパーク取得のための支出

　
4,574
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（リース取引関係）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

 器具及び備品 39 19 19

合計 39 19 19

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 7百万円

 １年超 12百万円

合計 19百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

(3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料  7百万円

減価償却費相当額  7百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

 １年内 8百万円

 １年超 41百万円

合計 50百万円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類

当連結会計年度（平成20年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

株式 21 258 236

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

株式 2 2 △0

合計 24 260 236

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 
当連結会計年度（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円）

(1)子会社株式 184

(2)その他有価証券  

   非上場株式 179

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額

（百万円）

売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

0 － 1

（デリバティブ取引関係）

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1) 採用している退職給付制度の概要

 確定給付型の制度として、退職金規定に基づく退職

一時金制度を採用しております。

(2) 退職給付債務に関する事項

（平成20年３月31日現在）

①　退職給付債務    443百万円

②　未認識数理計算上の差異  118百万円

③　退職給付引当金    561百万円

(3) 退職給付費用に関する事項

（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

①　勤務費用   72百万円

②　利息費用  9百万円

③　数理計算上の差異の費用処理額   4百万円

④　退職給付費用合計   87百万円

(4) 退職給付債務の計算基礎

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率（％） 2.0

③　数理計算上の差異の処理年数（年） 1

④　過去勤務債務の処理年数（年） 1
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（ストック・オプション等関係）

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年（第１回）
ストック・オプション

平成15年（第２回）
ストック・オプション

平成16年（第３回）
ストック・オプション

平成17年（第４回）
ストック・オプション

付与対象者の区分及び

人数
当社の従業員　253名

当社の取締役　6名

当社の従業員　3名

当社の取締役　　6名

当社の従業員　286名

当社の取締役　　6名

当社の従業員　296名

ストック・オプション

数（注）
普通株式　1,600株 普通株式　　484株 普通株式　2,392株 普通株式　2,592株

付与日 平成15年２月28日 平成15年３月20日 平成16年８月３日 平成17年８月29日

権利確定条件

付与日（平成15年２月
28日）以降、権利確定
日（平成17年４月６
日）まで原則として、

継続して勤務している

こと。

 付与日（平成15年３
月20日）以降、権利確
定日（平成17年４月
６日）まで原則とし

て、継続して勤務して

いること。

 付与日（平成16年８月

３日）以降、権利確定

日（平成18年６月24

日）まで原則として、

継続して勤務している

こと。

 付与日（平成17年８月

29日）以降、権利確定

日（平成19年６月27

日）まで原則として、

継続して勤務している

こと。

対象勤務期間
平成15年２月28日から

平成17年４月６日

 平成15年２月28日か

ら平成17年４月６日

 平成16年８月３日か

ら平成18年６月24日

平成17年８月29日から

平成19年６月27日

権利行使期間

平成17年４月７日から

平成25年２月12日ま

で。ただし、権利行使可

能期間中に任期満了に

よる退任、定年退職、そ

の他正当な理由のある

場合の退職により在籍

しなくなった場合には

行使可。

 平成17年４月７日か

ら平成25年２月12日

まで。ただし、権利行

使可能期間中に任期

満了による退任、定

年退職、その他正当

な理由のある場合の

退職により在籍しな

くなった場合には行

使可。

平成18年６月25日から

平成26年６月24日ま

で。ただし、権利行使可

能期間中に任期満了に

よる退任、定年退職、そ

の他正当な理由のある

場合の退職により在籍

しなくなった場合には

行使可。

平成19年６月28日から

平成22年６月27日ま

で。ただし、権利行使可

能期間中に任期満了に

よる退任、定年退職、そ

の他正当な理由のある

場合の退職により在籍

しなくなった場合には

行使可。

 （注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年（第１回）
ストック・オプション

平成15年（第２回）
ストック・オプション

平成16年（第３回）
ストック・オプション

平成17年（第４回）
ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 － － － 2,384

付与 － － － －

失効 － － － 12

権利確定 － － － 2,372

未確定残 － － － －

権利確定後　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 532 136 1,824 －

権利確定 － － － 2,372

権利行使 92 136 44 －

失効 8 － 48 72

未行使残 432 － 1,732 2,300

②　単価情報

 
平成15年（第１回）
ストック・オプション

平成15年（第２回）
ストック・オプション

平成16年（第３回）
ストック・オプション

平成17年（第４回）
ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　

（円）
32,500 32,500 156,838 179,500

行使時平均株価　　　　　

（円）
151,800 141,667 175,667 ―
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 　
（単位：百万円）

　
当連結会計年度

（平成20年３月31日現在）

繰延税金資産 　  　

賞与引当金 　 179 　

貸倒引当金損金算入限度超過額 　 24 　

棚卸資産評価損 　 34 　

未払事業税および事業所税 　 135 　

移動体端末販売先行損失 　 4 　

減価償却超過額 　 382 　

退職給付引当金 　 228 　

短期解約損失引当金 　 59 　

その他 　 511 　

繰延税金資産小計 　 1,560 　

評価性引当額 　 △45 　

繰延税金資産合計 　 1,515 　

繰延税金負債 　  　

その他有価証券評価差額金 　 △87 　

繰延税金負債合計 　 △87 　

繰延税金資産の純額 　 1,428 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　 　
（単位：％）

　
当連結会計年度

（平成20年３月31日現在）
 

 法定実効税率 　 40.7 　

（調整） 　  　

 交際費等永久に損金に算入されない項目　 0.9 　

 のれん償却費否認 　 1.8 　

 住民税均等割額 　 1.0 　

 その他 　 △0.2 　

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 44.2 　

EDINET提出書類

株式会社テレパーク(E05392)

有価証券報告書

54/97



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　
モバイル事業
（百万円）

ネットワーク
その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 354,297 21,227 375,524 － 375,524

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高
－ － － － －

計 354,297 21,227 375,524 － 375,524

営業費用 348,480 19,719 368,200 － 368,200

営業利益（又は営業損失） 5,816 1,507 7,324 － 7,324

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び資本

的支出
     

資産 86,709 249 86,958 2,958 89,917

減価償却費 827 1 829 － 829

減損損失 28 － 28 － 28

資本的支出 450 0 450 － 450

（注１）事業区分の方法及び各区分に属する主要なサービス等の名称

事業の区分は、内部管理上採用している区分であり、具体的には以下のとおりであります。

（注２）減価償却費にはのれん償却額が含まれております。

事業区分 主要なサービス等

モバイル事業 携帯電話及びＰＨＳ等の通信サービスの加入取次、携帯電話等の端末販売等 

ネットワークその他事業 
固定電話回線の通信サービス利用に関する契約取次、モバイルコンテンツビジネス、携

帯電話関連商品の流通等 

（注２）「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。

　
当連結会計年度

（百万円）
主な内容

消去又は全社の項目に含めた全社資

産の金額 
2,958

提出会社の本部における余資運用資金（現預

金）、長期投資資金（投資有価証券等）、提出

会社の繰延税金資産 

【所在地別セグメント情報】

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

本邦の売上高及び資産の金額は全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

【海外売上高】

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

【関連当事者との取引】

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額     56,006円69銭

１株当たり当期純利益       12,228円68銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益       12,215円71銭

（注）１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

　
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益（百万円） 4,028

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,028

普通株式の期中平均株式数（株） 329,467

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

普通株式増加数（株） 349

（うち新株予約権（株）） (349)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

平成16年（第３回）

ストックオプション

新株予約権の数　　866個

普通株式　　　　1,732株

平成17年（第４回）

ストックオプション

新株予約権の数　1,150個　普

通株式　　　　2,300株 
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（重要な後発事象）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．当社は、平成20年５月22日開催の取締役会において、当社と㈱

エム・エス・コミュニケーションズとの間で合併契約書を締結

することを決議し、同日、当該合併契約書を締結いたしました。

同契約書の概要は、以下の通りであります。

(1)合併の日程

合併決議取締役会  平成20年５月22日（木）

合併契約締結　 　 平成20年５月22日（木）

合併承認定時株主総会　平成20年６月25日（水）

- ㈱エム・エス・コミュニケーションズ 

合併承認定時株主総会　平成20年６月26日（木）　　

- ㈱テレパーク  

合併の予定日（効力発生日）平成20年10月１日（水）

株券交付日  平成20年10月１日（水）予定

(2)合併方式

㈱テレパークを存続会社とし、㈱エム・エス・コミュュニ

ケーションズは解散いたします。

(3) 合併に係る割当ての内容

㈱エム・エス・コミュニケーションズ普通株式１株に対し

て、当社の普通株式21.9株を割り当てます。

 ２．当社は、平成20年６月26日開催の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条第１

項および当社定款の規定に基づき、下記のとおり自己株式の取得

および自己株式の公開買付け（以下「本公開買付け」）を行うこ

とを決議いたしました。

(1)自己株式の取得および本公開買付け等の目的

主要株主の持株比率を一定水準まで低下させ、上場会社として

適切な流通株式比率を実現すること、および自己株式の取得に

より１株当たり株式価値を向上させることにより、当社株式の

継続保有を希望する当社一般株主の皆様の株主利益を最大限に

尊重するため。

(2)決議内容

①取得する株式の種類

普通株式

②取得する株式の総数

55,000株（上限）

③取得価額の総額

5,280,000,000円（上限）

④取得する期間

平成20年６月30日から平成20年８月29日まで

(3)本公開買付け等の概要

①本公開買付け等の期間

平成20年６月30日（月）から平成20年７月28日（月）まで（

20営業日）

②公開買付開始公告日

平成20年６月30日（月）

③買付け等の価格

１株につき、96,000円
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当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

④買付け等の価格の算定根拠等

平成20年５月22日開催の当社取締役会において、本公開買付価

格は、平成20年５月21日までの直近20営業日における東京証券

取引所における当社株式の終値の単純平均に対して７％ディス

カウント（千円未満四捨五入）となる96,000円と決定いたしま

した。

⑤買付予定の株式等の数

普通株式　50,673株

⑥買付け等に要する資金

約4,898百万円

⑦買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び

本店所在地

野村證券株式会社

東京都中央区日本橋一丁目９番１号

⑧決済の開始日

平成20年８月４日（月）

(4)その他

当社による自己株式の取得については、一義的には三井物産㈱

からの取得を想定しているものの、株主間の平等性、取引の透明

性等の観点から公開買付けの手法によることとし、三井物産㈱

からは、その保有する当社の普通株式のうち、本公開買付けにお

ける買付予定数と同数の50,673株をもって本公開買付けに応募

することの合意を得ております。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 7,400 0.944 －

長期借入金 － 5,000 1.456 平成22～24年

計 － 12,400 － －

(注１) 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

(注２) 前期末残高については、連結財務諸表を作成していないため記載しておりません。

(注３) 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定金額は以下のとおりであり

ます。

　
１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

長期借入金　 － 4,000 － 1,000
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（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  177   1,089  

２．受取手形 　  1   －  

３．売掛金 ※２  45,241   46,365  

４．商品 　  16,807   18,822  

５．貯蔵品 　  25   29  

６．前渡金 　  10   8  

７．前払費用 　  255   288  

８．繰延税金資産 　  1,034   796  

９. 関係会社短期貸付金 　  150   1,680  

10．未収入金 　  4,123   13,325  

11．その他 　  76   70  

貸倒引当金 　  △53   △37  

流動資産合計 　  67,849 94.6  82,438 90.6

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1) 建物 　 1,121   1,143   

減価償却累計額 ※１ 687 433  807 336  

(2) 構築物 　 30   31   

減価償却累計額 ※１ 20 9  26 4  

(3) 器具及び備品 　 1,156   1,203   

減価償却累計額 ※１ 895 260  996 206  

(4) 土地 　  48   48  

有形固定資産合計 　  752 1.1  596 0.7

２．無形固定資産 　       

(1) のれん 　  268   138  

(2) 電話加入権 　  7   8  

無形固定資産合計 　  276 0.4  146 0.1
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産 　       

(1) 投資有価証券 　  394   439  

(2) 関係会社株式 　  179   5,063  

(3) 長期貸付金 　  16   50  

(4) 破産更生債権等 　  14   39  

(5) 長期前払費用 　  112   60  

(6) 繰延税金資産 　  473   486  

(7) 敷金 　  1,518   1,565  

(8) その他 　  177   186  

貸倒引当金 　  △65   △73  

投資その他の資産合計 　  2,821 3.9  7,818 8.6

固定資産合計 　  3,851 5.4  8,561 9.4

資産合計 　  71,701 100.0  91,000 100.0

　 　       

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 ※２  40,841   42,591  

２．短期借入金 　  5,200   7,400  

３．未払金 ※２  5,898   13,633  

４．未払費用 　  43   55  

５．未払法人税等 　  1,703   1,576  

６．預り金 　  486   564  

７．前受収益 　  4   5  

８．賞与引当金 　  361   397  

９. 短期解約損失引当金 　  222   133  

10．その他 　  282   328  

流動負債合計 　  55,043 76.8  66,687 73.3
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 　  －   5,000  

２．長期未払金 　  －   56  

３．長期預り金 　  －   75  

４．退職給付引当金 　  494   561  

５．役員退職慰労引当金 　  46   －  

固定負債合計 　  541 0.8  5,693 6.3

負債合計 　  55,584 77.5  72,380 79.5

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,545 2.2  1,552 1.7

２．資本剰余金 　       

資本準備金 　 1,664   1,671   

資本剰余金合計 　  1,664 2.3  1,671 1.8

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 8   8   

(2）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 12,716   15,260   

利益剰余金合計 　  12,724 17.7  15,268 16.8

株主資本合計 　  15,933 22.2  18,492 20.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  182 0.3  127 0.1

評価・換算差額等合計 　  182 0.3  127 0.1

純資産合計 　  16,116 22.5  18,619 20.5

負債純資産合計 　  71,701 100.0  91,000 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１．商品売上高 　 164,037   189,932   

２．受取手数料 　 191,364 355,401 100.0 181,243 371,176 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．期首商品たな卸高 　 15,773   16,812   

２．当期商品仕入高 　 191,998   213,974   

合計 　 207,772   230,787   

３．期末商品たな卸高 　 16,812   18,823   

　 　 190,959   211,964   

４．商品評価損 　 △14   △4   

商品売上原価合計 　 190,945   211,959   

５．支払手数料 　 137,472 328,417 92.4 130,258 342,218 92.2

売上総利益 　  26,984 7.6  28,958 7.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．役員報酬 　 87   157   

２．従業員給料 　 1,763   1,831   

３．臨時勤務者給料 　 4,396   4,784   

４．役員退職慰労引当金
繰入額

　 10   9   

５．賞与引当金繰入額 　 361   397   

６．派遣人件費 　 3,621   4,608   

７．運賃 　 583   565   

８．不動産賃借料 　 1,408   1,489   

９．減価償却費 　 611   550   

10．業務委託費 　 491   645   

11．貸倒引当金繰入額 　 40   14   

12．その他 　 6,293 19,669 5.5 6,521 21,575 5.8

営業利益 　  7,314 2.1  7,383 2.0
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 4   13   

２．受取配当金 　 0   1   

３．受取家賃 　 17   15   

４．受取保険料 　 10   24   

５．その他 　 5 38 0.0 10 65 0.0

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 19   60   

２．株式交付費 　 3   －   

３．その他 　 － 23 0.0 0 60 0.0

経常利益 　  7,330 2.1  7,387 2.0

Ⅵ　特別利益 　       

１．貸倒引当金戻入益 　 －   7   

２．固定資産売却益 ※１ － － － 2 9 0.0

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産売却損 ※２ 0   0   

２．固定資産除却損 ※３ 43   15   

３．減損損失 ※４ 107   28   

４．投資有価証券減損損失 　 －   11   

５．投資有価証券売却損 　 － 152 0.0 1 56 0.0

税引前当期純利益 　  7,177 2.0  7,340 2.0

法人税、住民税及び
事業税

　 2,761   2,885   

法人税等調整額 　 300 3,062 0.9 263 3,149 0.9

当期純利益 　  4,115 1.2  4,191 1.1
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計繰越利益

剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

1,514 1,633 1,633 8 9,947 9,955 13,103

事業年度中の変動額        

新株の発行（注１） 30 30 30 － － － 61

剰余金の配当（注２） － － － － △657 △657 △657

役員賞与（注２） － － － － △31 △31 △31

剰余金の配当 － － － － △658 △658 △658

当期純利益 － － － － 4,115 4,115 4,115

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計
（百万円）

30 30 30 － 2,768 2,768 2,830

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,545 1,664 1,664 8 12,716 12,724 15,933

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

239 239 13,343

事業年度中の変動額    

新株の発行（注１) － － 61

剰余金の配当（注２） － － △657

役員賞与（注２） － － △31

剰余金の配当 － － △658

当期純利益 － － 4,115

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△56 △56 △56

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△56 △56 2,773

平成19年３月31日　残高
（百万円）

182 182 16,116

 （注１）新株予約権（ストックオプション）の権利行使によるものであります。

 （注２）平成18年６月27日の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計繰越利益

剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,545 1,664 1,664 8 12,716 12,724 15,933

事業年度中の変動額        

新株の発行（注） 7 7 7 － － － 14

剰余金の配当 － － － － △1,646 △1,646 △1,646

当期純利益 － － － － 4,191 4,191 4,191
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計繰越利益

剰余金

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計
（百万円）

7 7 7 － 2,544 2,544 2,558

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1,552 1,671 1,671 8 15,260 15,268 18,492

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

182 182 16,116

事業年度中の変動額    

新株の発行（注) － － 14

剰余金の配当 － － △1,646

当期純利益 － － 4,191

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△55 △55 △55

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△55 △55 2,502

平成20年３月31日　残高
（百万円）

127 127 18,619

 （注）新株予約権（ストックオプション）の権利行使によるものであります。

EDINET提出書類

株式会社テレパーク(E05392)

有価証券報告書

67/97



④【キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

　  

税引前当期純利益 　 7,177

減価償却費及びコン
ピュータ費

　 582

のれん償却額 　 131

減損損失 　 107

株式交付費 　 3

貸倒引当金の増減額
（減少：△）

　 39

賞与引当金の増減額
（減少：△）

　 5

短期解約損失引当金の
増減額（減少：△）

　 2

退職給付引当金の増減
額（減少：△）

　 62

役員退職慰労引当金の
増減額（減少：△）

　 7

受取利息及び受取配当
金

　 △5

支払利息 　 19

固定資産除売却損益
（利益：△）

　 44

売上債権の増減額（増
加：△）

　 △10,375

たな卸資産の増減額
（増加：△）

　 △1,065

仕入債務の増減額（減
少：△）

　 7,623

役員賞与の支払額 　 △31

その他 　 618

小計 　 4,948

利息及び配当金の受取
額

　 5

利息の支払額 　 △19

法人税等の支払額 　 △2,372

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 2,562
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

　  

有形固定資産の取得に
よる支出

　 △537

有形固定資産の売却に
よる収入

　 0

ソフトウェアの取得に
よる支出

　 △118

投資有価証券の取得に
よる支出

　 △20

貸付けによる支出 　 △1,283

貸付金の回収による収
入

　 1,296

関係会社への貸付によ
る純増減額（増加：
△）

　 180

敷金の支払による支出 　 △97

敷金の返還による収入 　 171

ショップ承継による支
出

　 △121

その他資産増減額（増
加：△）

　 △33

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △564

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

　  

短期借入金の純増減額
（減少：△）

　 △900

新株発行関連の支出 　 △3

株式の発行による収入 　 61

配当金の支払額 　 △1,313

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △2,156

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減
額（減少：△）

　 △158

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 336

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末
残高

※ 177
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(1) 子会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

　時価のあるもの

決算日の市場価額等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

(2) その他有価証券

　時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用し

ております。

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

　先入先出法による低価法（洗替え方

式）を採用しております。

(1) 商品

同左

　 (2) 貯蔵品

　先入先出法による原価法を採用してお

ります。

(2) 貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法）を採用しておりま

す。また、直営ショップの建物附属設備、

および器具及び備品については耐用年

数３年による定額法を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

(1) 有形固定資産

同左

　 建物 ３年～20年

器具及び備品 ２年～10年

 

　  (2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

 (2) 無形固定資産

同左

　 のれん ５年 　 　

４．繰延資産の処理方法 株式交付費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

―――――――

　

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　従業員の賞与金の支払に備えるため、

賞与支給見込額の当期負担額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (3) 短期解約損失引当金

　当社および販売代理店経由で加入申込

受付をした携帯電話契約者が短期解約

した場合に、当社と代理店委託契約を締

結している電機通信事業者に対して返

金すべき手数料の支払に備えるため、返

金実績額に基づき、短期解約に係る手数

料の返金見込額を計上しております。

(3) 短期解約損失引当金

同左

　 (4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。

　過去勤務債務については、発生年度に

一括損益処理しております。

　数理計算上の差異については、発生の

翌事業年度に一括損益処理しておりま

す。

(4) 退職給付引当金

同左　

　

　 (5) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末

要支給額を計上しております。

なお、平成19年５月開催の取締役会に

おいて、平成19年６月開催の定時株主総

会終結の時をもって役員退職慰労金制

度を廃止することを決定しております。

(5) 役員退職慰労引当金

従来、役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しておりましたが、平

成19年６月開催の定時株主総会終結の

時をもって役員退職慰労金制度を廃止

することが決定されました。制度廃止に

伴う打ち切り支給の未払相当額につい

ては、固定負債の長期未払金に計上して

おります。

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヵ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

──────

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

　また、資産に係る控除対象外消費税等

は当期の負担すべき期間費用として処

理しております。

(1) 消費税等の処理方法

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は16,116百万

円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

 ―――――――

　

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表関係）

財務諸表等規則の改正に伴い、無形固定資産に区分掲

記されていた「営業権」は、当事業年度より「のれん」

として表示しております。

―――――――

　

 （損益計算書関係）

「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第19号　平成18年８月11日）の適用に伴い、営業

外費用に区分掲記されていた「新株発行費」は当事業年

度より「株式交付費」として表記しております。 

―――――――

　

 （キャッシュ・フロー計算書関係）

財務諸表等規則の改正に伴い、「営業権償却額」とし

て掲記されていたものは、当事業年度より「のれん償却

額」と表示しております。

また、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第19号　平成18年８月11日）の適用に伴

い、「新株発行費」として掲記されていたものは、当事業

年度より「株式交付費」と表示しております。

 ―――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

 ※１．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

 おります。

 ※１．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

 おります。

 　―――――――  ※２．関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記

されたもののほか次のものがあります。

　売掛金　　　1,885百万円

  買掛金　　　1,691百万円

  未払金　　　1,224百万円

　３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行２行と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当期末の借入金未実行残高は

次のとおりであります。

　３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行２行と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当期末の借入金未実行残高は

次のとおりであります。

当座貸越極度額 1,100百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 1,100百万円

当座貸越極度額      1,100百万円

借入実行残高 －百万円

差引額      1,100百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．　　　　　――――――― ※１．固定資産売却益は、建物１百万円、器具及び備品０

百万円であります。

※２．固定資産売却損は、建物0百万円、器具及び備品0百

万円であります。

※２．固定資産売却損は、建物０百万円、器具及び備品０

百万円であります。

※３．固定資産除却損は、建物32百万円、構築物2百万円、

器具及び備品8百万円であります。

※３．固定資産除却損は、建物11百万円、器具及び備品3百

万円であります。

※４．当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

店舗
直営ショップ

店舗設備 

建物・構築物・

器具及び備品・

のれん等 

100

事業所 
支店・事業所

設備 

建物・構築物・

器具及び備品 
7

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位

として直営ショップ店舗を基本単位とし、共有資産

については、共用資産を含む支社事業所・支店事業

所単位で資産のグルーピングを行っております。

 直営ショップ店舗及び支店・事業所のうち、営業

活動から生ずるキャッシュ・フローが継続してマ

イナスとなっているものについて、減損処理の要否

を検討し、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（107百万円）として特別損失

に計上しました。その内訳は、建物70百万円、構築物

2百万円、器具及び備品27百万円、のれん等6百万円

であります。

なお、直営ショップ店舗及び支店・事業所に係る

資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額は、売却が困難であるためゼ

ロとしております。 

※４．当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

店舗
直営ショップ

店舗設備 

建物・構築物・

器具及び備品
26

事業所 
支店設備 ・

事務所設備

建物・

器具及び備品 
1

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位

として直営ショップ店舗を基本単位とし、共有資産

については、共用資産を含む支社事業所・支店事業

所単位で資産のグルーピングを行っております。

 直営ショップ店舗及び支店・事業所のうち、営業

活動から生ずるキャッシュ・フローが継続してマ

イナスとなっているものについて、減損処理の要否

を検討し、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（28百万円）として特別損失

に計上しました。その内訳は、建物21百万円、構築物

1百万円、器具及び備品5百万円であります。

なお、直営ショップ店舗及び支店・事業所に係る

資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額は、売却が困難であるためゼ

ロとしております。 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（株）

当事業年度増加株式数

（株） 

当事業年度減少株式数

（株） 

当事業年度末株式数

（株） 

発行済株式 　 　 　 　

普通株式（注） 328,632 650 ― 329,282

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加650株は、新株予約権（ストックオプション）の行使による新株の発行によるも

のであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月27日

定時株主総会
普通株式 657 2,000 平成18年３月31日 平成18年６月27日

平成18年11月7日

取締役会
普通株式 658 2,000 平成18年9月30日 平成18年12月11日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月26日

定時株主総会
普通株式 823 利益剰余金 2,500 平成19年3月31日 平成19年6月27日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定 177百万円

現金及び現金同等物 177百万円

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

 器具及び備品 16 6 9

合計 16 6 9

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

 器具及び備品 14 8 6

合計 14 8 6

（注）　　　　　　　　同左

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 3百万円

 １年超 6百万円

合計 9百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 2百万円

 １年超 3百万円

合計 6百万円

（注）　　　　　　　　同左

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額および減損損失

(3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

支払リース料  2百万円

減価償却費相当額  2百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

 １年内 8百万円

 １年超 50百万円

合計 58百万円

　未経過リース料

 １年内 8百万円

 １年超 41百万円

合計 50百万円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

　１.前事業年度および当事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。

　２.その他有価証券で時価のあるもの

　 種類

前事業年度（平成19年３月31日）

取得原価
（百万円）

貸借対照表計
上額
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの

株式 23 332 308

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの

株式 2 2 △0

合計 25 334 308

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 
前事業年度（平成19年３月31日）

貸借対照表計上額（百万円）

(1)子会社株式 179

(2)その他有価証券  

   非上場株式 59

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、社内積立による退

職金規程に基づく退職一時金制度を採用しておりま

す。

(2) 退職給付債務に関する事項

（平成19年３月31日現在）

①　退職給付債務 499百万円

②　未認識数理計算上の差異 △4百万円

③　退職給付引当金 494百万円

(3) 退職給付費用に関する事項

（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

①　勤務費用 67百万円

②　利息費用 8百万円

③　数理計算上の差異の費用処理額 11百万円

④　退職給付費用合計 87百万円

(4) 退職給付債務の計算基礎

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率（％） 2.0

③　数理計算上の差異の処理年数（年） 1

④　過去勤務債務の処理年数（年） 1
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年（第１回）
ストック・オプション

平成15年（第２回）
ストック・オプション

平成16年（第３回）
ストック・オプション

平成17年（第４回）
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人

数
当社の従業員　253名

当社の取締役　6名

当社の従業員　3名

当社の取締役　　6名

当社の従業員　286名

当社の取締役　　6名

当社の従業員　296名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　1,600株 普通株式　　484株 普通株式　2,392株 普通株式　2,592株

付与日 平成15年２月28日 平成15年３月20日 平成16年８月３日 平成17年８月29日

権利確定条件

付与日（平成15年２
月28日）以降、権利確
定日（平成17年４月
６日）まで原則とし

て、継続して勤務して

いること。

 付与日（平成15年３
月20日）以降、権利確
定日（平成17年４月
６日）まで原則とし

て、継続して勤務して

いること。

 付与日（平成16年８

月３日）以降、権利確

定日（平成18年６月

24日）まで原則とし

て、継続して勤務して

いること。

 付与日（平成17年８

月29日）以降、権利確

定日（平成19年６月

27日）まで原則とし

て、継続して勤務して

いること。

対象勤務期間
平成15年２月28日か

ら平成17年４月６日

 平成15年２月28日か

ら平成17年４月６日

 平成16年８月３日か

ら平成18年６月24日

平成17年８月29日か

ら平成19年６月27日

権利行使期間

平成17年４月７日か

ら平成25年２月12日

まで。ただし、権利行

使可能期間中に任期

満了による退任、定年

退職、その他正当な理

由のある場合の退職

により在籍しなく

なった場合には行使

可。

 平成17年４月７日か

ら平成25年２月12日

まで。ただし、権利行

使可能期間中に任期

満了による退任、定

年退職、その他正当

な理由のある場合の

退職により在籍しな

くなった場合には行

使可。

平成18年６月25日か

ら平成26年６月24日

まで。ただし、権利行

使可能期間中に任期

満了による退任、定年

退職、その他正当な理

由のある場合の退職

により在籍しなく

なった場合には行使

可。

平成19年６月28日か

ら平成22年６月27日

まで。ただし、権利行

使可能期間中に任期

満了による退任、定年

退職、その他正当な理

由のある場合の退職

により在籍しなく

なった場合には行使

可。

 （注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年（第１回）
ストック・オプション

平成15年（第２回）
ストック・オプション

平成16年（第３回）
ストック・オプション

平成17年（第４回）
ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）     

前事業年度末 － － 2,248 2,556

付与 － － － －

失効 － － 8 172

権利確定 － － 2,240 －

未確定残 － － － 2,384

権利確定後　　　　　　（株）     

前事業年度末 728 276 － －

権利確定 － － 2,240 －

権利行使 184 140 326 －

失効 12 － 90 －

未行使残 532 136 1,824 －

②　単価情報

 
平成15年（第１回）
ストック・オプション

平成15年（第２回）
ストック・オプション

平成16年（第３回）
ストック・オプション

平成17年（第４回）
ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　

（円）
32,500 32,500 156,838 179,500

行使時平均株価　　　　　

（円）
297,259 253,800 260,429 －
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 　
　
　 　

（単位：百万円）

　
前事業年度

（平成19年３月31日現在）

　
当事業年度

（平成20年３月31日現在）

繰延税金資産 　  　 　 　  　

賞与引当金 　 146 　 　 　 161 　

貸倒引当金損金算入限度超過額 　 9 　 　 　 11 　

棚卸資産評価損 　 22 　 　 　 25 　

未払事業税および事業所税 　 137 　 　 　 130 　

移動体端末販売先行損失 　 127 　 　 　 4 　

減価償却超過額 　 327 　 　 　 293 　

退職給付引当金 　 201 　 　 　 228 　

短期解約損失引当金 　 90 　 　 　 54 　

その他 　 570 　 　 　 457 　

繰延税金資産合計 　 1,633 　 　 　 1,369 　

繰延税金負債 　  　 　 　  　

その他有価証券評価差額金 　 △125 　 　 　 △87 　

繰延税金負債合計 　 △125 　 　 　 △87 　

繰延税金資産の純額 　 1,507 　 　 　 1,282 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　 　
　
　 　

（単位：％）

　
 前事業年度 

（平成19年３月31日現在）
 

　
 当事業年度 

（平成20年３月31日現在）
 

 法定実効税率 　 － 　 　 　 40.7 　

（調整） 　  　 　 　  　

 交際費等永久に損金に算入されない項目　 － 　 　 　 0.8 　

 のれん償却費否認 　 － 　 　 　 0.7 　

 住民税均等割額 　 － 　 　 　 0.8 　

 その他 　 － 　 　 　 0.0 　

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 － 　 　 　 42.9 　

前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が、法定実効税率の

100分の５以下であるため注記を省略しております。
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（持分法損益等）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

該当事項はありません。

【関連当事者との取引】

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

          兄弟会社等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金
（百万円）

事業の
内容又は
職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の子

会社

三井物産

フィナン

シャル

サービス

㈱

東京都

千代田区
2,000 金融業 ─ ─

運転資

金の貸

付およ

び資金

の借入

資金の貸付・

回収

資金の借入・

返済

1,199

300

短期

貸付金

 短期

借入金

―

―

(注) 運転資金の借入利率および貸付利率については、適宜、市場金利に連動して決定しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 48,945円33銭

１株当たり当期純利益 12,507円49銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 12,423円39銭

１株当たり純資産額 56,499円38銭

１株当たり当期純利益 12,721円50銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 12,708円01銭

（注）１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 4,115 4,191

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,115 4,191

普通株式の期中平均株式数（株） 329,050 329,467

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

普通株式増加数（株） 2,227 349

（うち新株予約権（株）） (2,227) (349)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

―――――― 平成16年（第３回）

ストックオプション

新株予約権の数　　866個

普通株式　　　　1,732株

平成17年（第４回）

ストックオプション

新株予約権の数　1,150個　普

通株式　　　　2,300株 
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ――――――― １．当社は、平成20年２月25日開催の取締役会において、当社

の100％子会社である㈱テレコムパークを吸収合併すること

を決定し、平成20年４月１日に合併いたしました。　

(1)対象となった会社の名称、事業の内容及び引き継いだ資

産、負債の額、企業結合の法的形式、結合後企業の名称及

び合併の目的

①対象となった会社の名称、事業の内容及び引き継いだ

資産、負債の額　　　

　　　　名称　　　　㈱テレコムパーク

　　　事業の内容　携帯電話等の販売及び代理店業務

　　　引き継いだ資産、負債の額　

　　　　　　　　　資産の額　6,790百万円

　　　　　　　　　負債の額　5,682百万円

②企業結合の法的形式

　　　㈱テレパークを存続会社とする簡易合併の手続による吸

収合併方式で、㈱テレコムパークは解散いたします。

㈱テレコムパークは当社の完全子会社であるため、本

合併による新株の発行及び資本金の増額並びに合併交

付金の支払はありません。

③結合後企業の名称

㈱テレパーク

④合併の目的

㈱テレコムパークが運営するキャリアショップや有

力二次代理店網の獲得を通じた販売網の拡充、物流及び

在庫管理の一元化等を通じたシナジー実現とコスト削

減による総合的な企業価値の拡大を早期に図るべく、平

成20年４月１日付で㈱テレコムパークを統合いたしま

した。

(2)実施する会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15

年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号　最終改正平成19年11月15日）に基づき、共通支配下の

取引として処理いたします。
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ２．当社は、平成20年５月22日開催の取締役会において、当社

と㈱エム・エス・コミュニケーションズとの間で合併契約書

を締結することを決議し、同日、当該合併契約書を締結いたし

ました。

同契約書の概要は、以下の通りであります。

(1)合併の日程

合併決議取締役会  平成20年５月22日（木）

合併契約締結　 　 平成20年５月22日（木）

合併承認定時株主総会　平成20年６月25日（水）

- ㈱エム・エス・コミュニケーションズ 

合併承認定時株主総会　平成20年６月26日（木）

- ㈱テレパーク  

合併の予定日（効力発生日）平成20年10月１日（水）

株券交付日  平成20年10月１日（水）予定

(2)合併方式

㈱テレパークを存続会社とし、㈱エム・エス・コミュニ

ケーションズは解散いたします。

(3)合併に係る割当ての内容

㈱エム・エス・コミュニケーションズ普通株式１株に対

して、当社の普通株式21.9株を割り当てます。

 ３．当社は、平成20年６月26日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条第１項および当社定款の規定に基づき、下記のとおり自

己株式の取得および自己株式の公開買付け（以下「本公開買

付け」）を行うことを決議いたしました。

(1)自己株式の取得および本公開買付け等の目的

主要株主の持株比率を一定水準まで低下させ、上場会社と

して適切な流通株式比率を実現すること、および自己株式

の取得により１株当たり株式価値を向上させることによ

り、当社株式の継続保有を希望する当社一般株主の皆様の

株主利益を最大限に尊重するため。

(2)決議内容

①取得する株式の種類

普通株式

②取得する株式の総数

55,000株（上限）

③取得価額の総額

5,280,000,000円（上限）

④取得する期間

平成20年６月30日から平成20年８月29日まで　

(3)本公開買付け等の概要

①本公開買付け等の期間

平成20年６月30日（月）から平成20年７月28日（月）ま

で（20営業日）　

②公開買付け開始公告日

平成20年６月30日（月）　

③買付け等の価格

１株につき、96,000円　
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ④買付け等の価格の算定根拠等

平成20年５月22日開催の当社取締役会において、本公開買

付価格は、平成20年５月21日までの直近20営業日における

東京証券取引所における当社株式の終値の単純平均に対し

て７％ディスカウント（千円未満四捨五入）となる96,000

円と決定いたしました。　

⑤買付予定の株式等の数

普通株式　50,673株　

⑥買付け等に要する資金

約4,898百万円　

⑦買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称

及び本店所在地

野村證券株式会社

東京都中央区日本橋一丁目９番１号

⑧決済の開始日

平成20年８月４日（月）　

(4)その他

当社による自己株式の取得については、一義的には三井物

産㈱からの取得を想定しているものの、株主間の平等性、取

引の透明性等の観点から公開買付けの手法によることと

し、三井物産㈱からは、その保有する当社の普通株式のう

ち、本公開買付けにおける買付予定数と同数の50,673株を

もって本公開買付けに応募することの合意を得ておりま

す。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）

投資有価証券 その他有価証券 

㈱ヤマダ電機 30,000 258

Brightstar 50,000 100

㈱ピーアップ 133 39

㈱ディ・ポップス 187 29

イノシス・コミュニケーション㈱ 100 8

㈱ミスターマックス 6,285 2

計 86,705 439

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 1,121 138 116 1,143 807
218

(21)
336

構築物 30 1 － 31 26
6

(1)
4

器具及び備品 1,156 176 129 1,203 996
224

(5)
206

土地 48 － － 48 － － 48

有形固定資産計 2,357 316 245 2,427 1,831
448

(28)
596

無形固定資産        

のれん 651 － － 651 513 130 138

電話加入権 7 0 － 8 － － 8

無形固定資産計 658 0 － 659 513 130 146

長期前払費用 112 5 56 60 － － 60

 （注）１.「当期減少額」および「当期償却額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

 　　　２.「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金（注２） 118 79 15 73 110

賞与引当金 361 397 361 － 397

短期解約損失引当金 222 133 222 － 133

役員退職慰労引当金（注３） 46 9 56 － －

　（注１）計上の理由及び額の算定方法は（重要な会計方針）を参照。

　（注２）貸倒引当金の当期減少額のうち目的使用以外の取崩額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額39百万円、敷金の

洗替額23百万円、ゴルフ会員権の預託保証金回収による取崩額７百万円および債権回収による取崩額１百万円

であります。

　（注３）役員退職慰労金制度を平成19年６月開催の定時株主総会終結の時をもって廃止したことにより、長期未払金に

振り替えております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 32

預金  

当座預金 5

普通預金 1,045

郵便貯金 6

小計 1,056

合計 1,089

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ＫＤＤＩ㈱ 11,417

㈱ヤマダ電機 6,493

ソフトバンクモバイル㈱ 3,222

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 3,024

㈱テレコムパーク 1,874

その他 20,332

合計 46,365

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

45,241 388,652 387,529 46,365 89.31 43.13

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ハ．商品

品目 金額（百万円）

携帯電話端末機器 16,926

ＰＨＳ端末機器 90

その他 1,806

合計 18,822

ニ．貯蔵品
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区分 金額（百万円）

商品券 16

その他 12

合計 29

ホ．未収入金

相手先 金額（百万円）

ＫＤＤＩ㈱ 4,656

ソフトバンクモバイル㈱ 3,244

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 1,883

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海 794

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西 401

その他 2,344

合計 13,325

ヘ．関係会社株式

相手先 金額（百万円）

㈱テレコムパーク 4,879

㈱モビテック 179

㈱テレコムパークサービス 5

合計 5,063

②　流動負債

　イ.買掛金

相手先 金額（百万円）

ＫＤＤＩ㈱ 12,868

ソフトバンクモバイル㈱ 5,211

㈱ヤマダ電機 4,192

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 2,992

㈱テレコムパーク 1,872

その他 15,455

合計 42,591

　ロ.短期借入金

相手先 金額（百万円）

中央三井信託銀行㈱ 3,800

㈱百五銀行 2,200

㈱りそな銀行 800

住友信託銀行㈱ 200

その他 400

合計 7,400
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　ハ.未払金

相手先 金額（百万円）

㈱ヤマダ電機 1,647

㈱テレコムパーク 1,009

ＫＤＤＩ㈱ 655

ソフトバンクモバイル㈱ 417

㈱ピーアップ 332

その他 9,569

合計 13,633

　ニ.長期借入金

相手先 金額（百万円）

中央三井信託銀行㈱ 2,000

㈱三井住友銀行 2,000

明治安田生命保険相互会社 1,000

合計 5,000

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券　10株券　100株券　1000株券　10000株券（注）

剰余金の配当の基準日 ９月30日　３月31日

１単元の株式数 ──────

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

端株の買取り 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 無料

公告掲載方法 電子公告

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）取締役会の決議に基づき、平成20年６月１日より1000株券、10000株券を追加いたしました。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書およびその添付書類

事業年度（第16期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出。

(2）半期報告書

（第17期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月21日関東財務局長に提出。

(3）臨時報告書

平成20年４月18日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基

づく臨時報告書であります。　

平成20年５月23日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基

づく臨時報告書であります。

(4）有価証券報告書の訂正報告書

平成19年９月12日関東財務局長に提出。

事業年度（第16期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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　 独立監査人の監査報告書 　
　 　 　

　 　 　 平成20年６月26日

株式会社　テレパーク 　 　 　

　 取　締　役　会　御　中 　

　 監査法人トーマツ 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 松岡　幸秀　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 布施　伸章　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社テレパークの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

テレパーク及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年５月22日に株式会社エム・エス・コミュニケーションズと

の間で合併契約書を締結している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年６月26日開催の取締役会において、自己株式の取得及び自己

株式の公開買付を行うことを決議している。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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　 独立監査人の監査報告書 　
　 　 　

　 　 　 平成19年６月26日

株式会社　テレパーク 　 　 　

　 取　締　役　会　御　中 　

　 監査法人トーマツ 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 松岡　幸秀　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 遠藤　康彦　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社テ

レパークの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第16期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テレ

パークの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社テレパーク(E05392)

有価証券報告書

96/97



　 独立監査人の監査報告書 　
　 　 　

　 　 　 平成20年６月26日

株式会社　テレパーク 　 　 　

　 取　締　役　会　御　中 　

　 監査法人トーマツ 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 松岡　幸秀　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 布施　伸章　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社テレパークの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テレ

パークの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社テレコムパークを平成20年４月１日に吸収合併している。　

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年５月22日に株式会社エム・エス・コミュニケーションズと

の間で合併契約書を締結している。　

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年６月26日開催の取締役会において、自己株式の取得及び自己

株式の公開買付を行うことを決議している。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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